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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の平成14年３月期は新株引受権付社債および転換社債を発行して

いないため記載しておりません。また、平成15年３月期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

３．平成17年３月期および平成18年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

４．平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第４号）を適用しております。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 36,802 38,968 40,882 37,363 38,044 

経常利益又は経常損失(△)

（百万円） 
2,824 3,281 3,369 △429 △1,848 

当期純利益又は当期純損失

(△)（百万円） 
866 986 1,350 △2,079 △3,221 

純資産額（百万円） 60,123 59,319 60,525 56,101 51,582 

総資産額（百万円） 70,685 74,154 76,887 69,752 66,024 

１株当たり純資産額（円） 1,170.56 1,173.26 1,240.77 1,203.18 1,123.81 

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

(△)（円） 

16.57 19.00 26.74 △43.84 △69.74 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － 26.70 － － 

自己資本比率（％） 85.1 80.0 78.7 80.4 78.1 

自己資本利益率（％） 1.4 1.7 2.3 △3.6 △6.0 

株価収益率（倍） 54.9 38.4 37.5 △24.1 △12.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,912 3,052 2,734 1,933 1,353 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
14,058 △703 △4,465 △243 △696 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,775 △1,041 △2,630 △2,764 △1,062 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
19,704 21,011 16,650 15,575 15,170 

従業員数（人） 1,568 1,642 1,919 2,024 2,085 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の平成14年３月期は新株引受権付社債および転換社債を発行して

いないため記載しておりません。また、平成15年３月期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

３．平成17年３月期および平成18年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

４．平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第４号）を適用しております。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 34,538 36,810 38,493 30,194 30,302 

経常利益又は経常損失(△)

（百万円） 
2,729 3,061 3,112 △1,247 △2,656 

当期純利益又は当期純損失

(△)（百万円） 
870 908 1,122 △2,191 △3,635 

資本金（百万円） 31,457 31,457 31,457 31,457 31,457 

発行済株式総数（千株） 51,895 51,895 51,895 51,895 51,895 

純資産額（百万円） 59,972 59,090 60,070 55,539 50,616 

総資産額（百万円） 69,376 72,516 73,816 66,716 62,459 

１株当たり純資産額（円） 1,167.61 1,168.81 1,231.53 1,191.31 1,103.04 

１株当たり配当額（円） 

（内１株当たり中間配当額

（円）） 

10.00 

( 5.00) 

10.00 

( 5.00) 

10.00 

( 5.00) 

10.00 

( 5.00) 

－ 

－  

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

(△)（円） 

16.65 17.54 22.25 △46.01 △78.37 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － 22.22 － － 

自己資本比率（％） 86.4 81.5 81.4 83.3 81.0 

自己資本利益率（％） 1.4 1.5 1.9 △3.8 △6.8 

株価収益率（倍） 54.7 41.6 45.1 △23.0 △11.5 

配当性向（％） 59.7 57.0 44.9 － － 

従業員数（人） 1,340 1,394 1,470 1,514 1,525 



２【沿革】 

年月 沿革 

昭和39年７月 ㈱協栄計算センターとして協栄生命保険㈱（現ジブラルタ生命保険㈱）より独立し、情報処理サ

ービス開始。 

昭和43年６月 地方自治体向け、住民情報システム開発。 

昭和44年４月 ソフトウェア技術部門設置。 

昭和48年４月 北関東支社（現関東データセンター）開設。 

昭和48年10月 札幌支社、大阪支社、名古屋支社開設。 

昭和49年３月 本社・北関東支社（現関東データセンター）間に通信回線設置。 

昭和50年２月 仙台支社（現東北支社）開設。 

昭和50年10月 ㈱協栄データサービス（現 ㈱ＫＤＳ）（現連結子会社）を設立。 

昭和51年３月 岡山支社（現広島支社に統合）開設。 

昭和51年６月 福岡支社開設。 

昭和58年８月 全国主要都市を結ぶネットワーク（ＫＩＣＮＥＴ）を構築。 

昭和59年８月 ㈱アイネスに商号変更。 

昭和60年４月 電気通信事業法に基づく、一般第二種電気通信事業を開始。 

昭和62年２月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

昭和62年６月 高津事業所（アイネスコミュニケーションプラザ）開設。 

昭和63年３月 電気通信事業法に基づく、特別第二種電気通信事業者として郵政省（現総務省）に登録。 

昭和63年12月 システムインテグレータとして通商産業省（現経済産業省）に登録、認定を受ける。 

平成元年４月 米国カリフォルニア州アーバインに駐在員事務所開設。 

平成元年６月 本店所在地を神奈川県川崎市高津区二子696番地３（現神奈川県川崎市高津区二子六丁目13番10号

に住居表示変更）に移転。 

平成元年６月 ㈱エス・イー・エィ（現連結子会社）の株式取得。 

平成２年３月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場。 

平成２年８月 ㈱アイ・エス・エス（現連結子会社）を設立。 

平成２年９月 東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第一部銘柄に指定。 

平成３年５月 横浜市に総合研究所開設。 

平成７年３月 特定システムオペレーション企業として通商産業省（現経済産業省）に登録、認定を受ける。 

平成７年７月 本店所在地を神奈川県横浜市都筑区牛久保三丁目９番２号に移転。 

平成９年12月 アウトソーシング分野でＩＳＯ９０００シリーズの認証を取得。 

平成10年10月 ㈱コルネットと合併、幕張事業所を開設。 

平成11年２月 プライバシーマーク認定を受ける。 

平成11年９月 ㈱シー・オー・シー（現連結子会社）を設立。 

平成11年12月 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱と資本・業務面で提携。 

平成12年３月 港区赤坂事務所社屋を取得し、本社機能を集中。 

平成14年１月 静岡支店開設。 

平成14年３月 情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の適合認証を取得。 

平成14年12月 ㈱ＩＮＰＭ（現連結子会社）を設立。 

平成16年３月 環境マネジメントシステムの国際規格ＩＳＯ１４００１認証を高津事業所において取得。 

平成16年３月 大和銀総合システム㈱（現 ㈱ＤＡＣＳ）（現連結子会社）の株式取得。 

平成16年９月 日立ソフトサービス㈱（現 ㈱ＳＫサポートサービス）（現連結子会社）の株式取得。 

平成17年３月 情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）Ver.2.0の登録更新及び全国13拠点へ拡大。 

平成17年３月 環境マネジメントシステムの国際規格ＩＳＯ１４００１認証を赤坂本社事務所において取得。 

平成17年３月 ソフトウェア開発の能力成熟度モデルＣＭＭＩレベル３を生保システム本部において達成。 

平成17年９月 新日本システム・サービス㈱（現連結子会社）の株式取得。 

平成18年３月 エム・シー・エス㈱（現持分法適用関連会社）の株式取得。 



３【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社および子会社８社、関連会社２社で構成されており、事業内容

は情報処理・通信サービス、ソフトウェア開発、システム提供サービスおよびその他システム関連サービスでありま

す。当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

なお、当社は、当社発行済株式総数の20.45％を所有している日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社のその

他の関係会社であります。同社とは情報処理・通信サービスおよびソフトウェア開発業務について取引関係がありま

す。 

(1）情報処理・通信サービス 

お客さまのコンピュータ設備（ハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク等を総称する。以下同意で使用）を

お預かりして、または当社所有のコンピュータ設備を運用して、お客さまの事業活動に関わる情報処理・通信業務

を24時間・365日体制で代行するサービスであります。なお、このサービスの中には、ソフトウェアの保守、一部

小規模な改修・改良等のメンテナンスに関わるサービスも含まれております。 

（関係会社） 株式会社 アイ・エス・エス、株式会社 シー・オー・シー、株式会社 ＤＡＣＳ、 

株式会社 ＳＫサポートサービス、新日本システム・サービス 株式会社 

(2）ソフトウェア開発 

大手銀行や保険会社の基幹システム、中央省庁の行政システムなどのアプリケーションソフトウェアの開発やコ

ンピュータや設備等ハードウェアを動かすための基本ソフトウェア、制御ソフトウェアの開発を行う事業でありま

す。ソフトウェア開発に関わる各工程（分析、設計、プログラム開発、総合試験など）を一貫してお引き受けして

おります。また、ERPパッケージの導入やアドオン開発もこの事業に含まれております。 

（関係会社） 株式会社 エス・イー・エィ、株式会社 ＤＡＣＳ、 

株式会社 東京海上日動コミュニケーションズ、エム・シー・エス 株式会社 

(3）システム提供サービス 

お客さまに最適な情報システムを構築し、ご提供するサービスであります。コンサルティングから情報システム

の企画、開発、試験、移行、最適なハードウェアやネットワークの調達・選定、業務移行までを総合的にお引き受

けしております。また、ご提供したソフトウェア及びハードウェアの保守サービスも含まれます。具体的事例とし

て、当社が長年蓄積した地方自治体業務のノウハウを活かした「WebRings」によるシステム構築があります。ま

た、ご使用のシステム機器の増強や入れ替え等の機器販売も含まれております。 

（関係会社） 株式会社 ＤＡＣＳ、エム・シー・エス 株式会社 

(4)その他システム関連サービス 

情報システム関連の付帯サービスを行う事業であります。具体的には、紙媒体から電子データを作成するデータ

エントリーサービス、ヘルプデスク、セキュリティ、パソコン教育などの上記(1)～(3)に属さないその他のサービ

スであります。 

（関係会社） 株式会社 ＫＤＳ、株式会社ＩＮＰＭ 



※当社グループの事業区分を、(社)情報サービス産業協会が公表した「情報サービス産業における有価証券報告書の記

載モデル」のサービスアイテムに基づき分類すると以下のとおりとなります。 

［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 （注）１．平成17年４月１日、株式会社ＤＡＣＳは同社の100%子会社であった株式会社ＤＡＩＣＯＭを吸収合併いたし

ました。 

２．新日本システム・サービス株式会社は平成17年9月29日付で当社の子会社となりました。 

３．エム・シー・エス株式会社は平成18年3月23日付で当社の持分法適用関連会社となりました。 

４．株式会社東京海上日動コミュニケーションズは、持分法非適用関連会社であり、表中には図示しておりませ

ん。 

事業区分 事業内容に含まれるサービスアイテム 

情報処理・通信 

サービス 

・アウトソーシングサービス          ・受託計算サービス 

・ＶＡＮサービス               ・インターネット接続サービス 

・ＡＳＰ                   ・コンサルティング 

・ファシリティマネジメントサービス      ・オペレータ派遣 

・インターネットサーバー運用保守サービス 

ソフトウェア 

開発 

・システムインテグレーションサービス     ・受託ソフトウェア開発 

・システム技術者派遣             ・コンサルティング 

システム提供 

サービス 

・システムインテグレーションサービス     ・受託ソフトウェア開発 

・システム化製品販売             ・ソフトウェアプロダクト仕入販売 

・機器・サプライ用品販売           ・コンサルティング 

・ハードウェア保守サービス          ・ソフトウェアプロダクト販売 

その他システム 

関連サービス 

・データ入力・データ保管業務代行    ・ヘルプデスクサービス 

・セキュリティサービス         ・調査・解析・研究・教育・出版 

・データ・コンテンツ提供サービス 



４【関係会社の状況】 

（注）１．有価証券報告書を提出しております。 

２．平成17年4月1日、株式会社ＤＡＣＳは株式会社ＤＡＩＣＯＭを吸収合併いたしました。 

３．新日本システム・サービス株式会社は平成17年9月29日付で当社の子会社となりました。 

４．議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものでありま

す。 

５．エム・シー・エス株式会社は平成18年3月23日付で当社の持分法適用関連会社となりました。 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容 
議決権の所有割合
又は被所有割合 

（％） 
関係内容 

その他の関係会社      

日立ソフトウェアエ

ンジニアリング㈱

（注１） 

  

東京都品川区 

  

34,182 

ソフトウェア開発 

情報処理機器の販

売 

被所有 

23.1 

情報処理サービス・

ソフトウェア開発の

受託および委託, 

システム提供サービ

スの受託および委託 

役員の兼任等……有 

連結子会社      

㈱アイ・エス・エス 
神奈川県川崎市

高津区 
200 

情報処理サービス 

不動産管理 
100.0 

情報処理サービス業

務の委託 

不動産管理業務の委

託 

役員の兼任等……有 

㈱ＫＤＳ 東京都港区 300 
人材派遣 

入力データ作成 
100.0 

入力データ作成業務

の委託他 

役員の兼任等……有 

㈱ＳＫサポートサー

ビス 

神奈川県横浜市

戸塚区 
30 情報処理サービス 100.0 役員の兼任等……有 

㈱エス・イー・エィ 東京都台東区 70 ソフトウェア開発 98.5 

ソフトウェア開発の

委託 

役員の兼任等……有 

㈱ＤＡＣＳ（注２） 大阪市中央区 500 
情報処理サービス 

ソフトウェア開発 
95.0 役員の兼任等……有 

新日本システム・サ

ービス㈱（注３） 
大阪市中央区 60 情報処理サービス 90.0 役員の兼任等……有 

㈱ＩＮＰＭ 東京都港区 60 

地方自治体の業務

プロセスに関する

調査・研究ならび

にコンサルティン

グ業務 

83.3 

コンサルティング業

務の委託 

役員の兼任等……有 

㈱シー・オー・シー

（注４） 
東京都港区 385 

情報処理・通信サ

ービス 
46.8 

情報処理サービス業

務の受託 

役員の兼任等……有 

持分法適用関連会社 

 エム・シー・エス

㈱（注５） 

  

 千葉県松戸市 30 

情報処理サービス 

ソフトウェア開発 

  

23.3 役員の兼任等……無 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、事業部門別に区分出来ない管理部門に所属しているもの

であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与には社外から当社への出向者は含んでおりません。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社の労働組合は平成４年７月１日に情報産業労働組合連合会に加盟し、平成18年３月31日現在における組

合員数は1,274名であります。 

 なお、労使間の問題もなく、労働協約の定めるところに従い健全な労使関係を保っております。 

  平成18年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

情報処理・通信サービス  557 

ソフトウェア開発  711 

システム提供サービス  529 

その他システム関連サービス  112 

全社（共通）  176 

合計  2,085 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,525 36.97 12.64 6,280,651 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

◆当社グループを取り巻く環境 

 当連結会計年度の情報サービス産業は、企業収益の改善により情報化投資の回復や拡大傾向が強まりつつあり、需

要は増勢に転じてまいりました。しかしながら、当社グループを取り巻く経営環境は、受注競争の激化に加え、お客

さまからの投資効果要求の高まりなどにより、収益の確保が厳しい状況が続きました。 

 このような市場環境の下で当社グループ（当社・連結子会社。以下同じ）は、当連結会計年度よりスタートした中

期経営計画にしたがって、公共、金融、産業の各分野においてターゲットを絞り「当社独自の特色・強み」を活かし

た事業活動を展開いたしました。 

 

◆業績の概況 

 当連結会計年度の業績は、地方自治体向け事業の売上は微減に留まりましたが、金融分野、産業分野ならびにグル

ープ会社業績が貢献し、売上高は380億44百万円（前年同期比1.8%増）となりました。 

 しかし、地方自治体向け事業において、ホストコンピュータからオープンシステムへのデータ移行の工数が当初計

画を上回ったこと、また一部業務で法改正対応の手戻り等が発生したことなど、期初想定外の原価が増加いたしまし

た。これらによって当上期の経常損失は16億63百万円に達しましたが、当下期には想定内の1億85百万円の経常損失

の計上に留まり、当期の経常損失は18億48百万円（前期経常損失4億29百万円）となりました。 

 特別損益については、まず、特別利益として、投資有価証券の譲渡および売却等により約10億円を計上いたしまし

た。一方、特別損失では、地方自治体向け事業の販売方針の変更によりソフトウェア資産の一部をソフトウェア除却

損(注１）として約21億円、また同事業の普及段階で生じたオーバーコストの回収不能分をたな卸資産処分損(注２）

として約21億円を、それぞれ計上いたしました。 

 これらにより、当期の特別損益は、差し引き約34億円の損失となり、当期純損失は32億21百万円（前期純損失20億

79百万円）となりました。 

 

◆事業部門別の概況 

 情報処理・通信サービス部門は、前年同期比19億60百万円増（同15.2%増）の148億89百万円と2期連続の増収とな

りました。オープン化による価格低下は引き続いているものの、前期に獲得したアウトソーシング業務が寄与すると

ともに、新たに当社グループに加わった子会社分が貢献いたしました。 

 ソフトウェア開発部門は、メガバンク向けシステム統合業務がピークを迎えたこと、生損保などの金融機関や前期

に獲得した貿易、自動車部品、旅行会社向け開発等が貢献いたしました。これらにより売上高は、前年同期比13億53

百万円増（同13.0%増）の117億24百万円と大きく拡大いたしました。 

 一方、システム提供サービス部門は、当下期からは増収傾向に転じましたが、地方自治体向け事業の前期営業停滞

による受注減により売上高が減少したのに加え、民間向け機器販売の縮小などにより、前年同期比24億59百万円減

（同23.4%減）の80億60百万円と大幅な減収となりました。 

 当連結会計年度における財政状態は、総資産が660億24百万円と、前期末に比べ37億27百万円減少いたしました。

特別損失に計上したソフトウェア資産の除却およびたな卸資産処分損などによる資産の減少が主な要因です。 

 流動資産は、291億26百万円と9億77百万円減少いたしました。その他の流動資産に含まれておりました未収金など

が減少したことが主な要因です。固定資産は、ソフトウェア資産の減少および、時価変動リスクを持つ金融資産を継

続して減少させたことなどにより、27億50百万円減少し、368億98百万円となりました。 

 一方、流動負債は、6億7百万円増の63億51百万円、固定負債は、1億39百万円増の79億22百万円と、それぞれ若干

の増加となりました。 

 株主資本につきましては、当期の損失を反映し45億18百万円減の515億82百万円となりました。また、当期におい

ては、自己株式の取得を6億76百万円実施しております。 



 なお、当社グループの事業につきまして、事業内容をよりよくご理解いただくため、当連結会計年度より従来の4

つの事業部門（情報処理・通信サービス、ソフトウェア開発、システム提供サービス、その他システム関連サービ

ス）を一部変更しております。 

 その他システム関連サービスに含めておりましたＦＭサービスと保守サービスにつきまして、前者を情報処理・通

信サービスへ、後者をシステム提供サービスに集計するよう変更いたしました。従来まで情報処理・通信サービス

は、当社設備を活用したシステム運用にかかる売上のみを計上してまいりました。今後は、お客さま先の運用を受託

しているＦＭサービスも含め、運用全般を表すようにいたします。一方、保守サービスは、システムインテグレーシ

ョンの一環としてご提供していることから、システム提供サービスに含めるものといたしました。なお、ソフトウェ

ア開発の変更はありません。 

 事業部門別売上高 

（参考） 旧事業部門別売上高 

◆業種別の動向 

 地方自治体向け事業を主力とする公共分野は、当上期は前年同期比24.5%の減収でしたが、当下期には同22.1%増ま

で回復し、当期売上高は前年同期比0.8%減の88億67百万円となりました。しかし、データ移行作業や一部業務におい

て想定外の原価が発生するなど収益面での悪化もみられました。この対策として改善委員会を立ち上げ、社内体制の

整備に取り組んでおります。一方、受注は、複数の都市からの大型案件を獲得するなど、当期から正常に復したもの

と判断しております。 

 金融分野では、生命保険会社向け事業の拡大や大手銀行のシステム統合業務がピークを迎えるなど堅調に推移しま

した。売上高は、前年同期比6.4%増の123億46百万円となりました。次事業年度も、当社グループのお客さまである

金融機関においては、経営統合後のシステム再編や見直しが本格化し、需要拡大が続くものと思われます。 

 産業分野では、「当社独自の特色・強み」を活かせる業種業態にターゲットを絞った事業展開を行った結果、製造

業や卸・小売業が伸長いたしましたが、サービス業が機器販売の縮小による減収となり売上高は前年同期比横ばいの

168億31百万円となりました。昨年7月には三菱商事株式会社の情報サービス企業である株式会社アイ・ティ・フロン

ティア殿とアウトソーシング分野での事業提携を行い、新たな販路を確保いたしました。 

 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日  

   至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

 （自 平成17年４月１日  

至 平成18年３月31日） 

対前年 

 増減率 

 事業部門 
金額 

 （百万円） 

 構成比 

 (%) 

 金額 

（百万円） 

 構成比 

  (%) 

 対前年増減率 

  (%) 

 情報処理・通信サービス 12,929 34.6 14,889 39.1 15.2 

 ソフトウェア開発 10,370 27.8 11,724 30.8 13.0 

 システム提供サービス 10,520 28.1 8,060 21.2 △23.4 

その他システム関連サービス 3,543 9.5 3,370 8.9 △4.9 

 合計 37,363 100.0 38,044 100.0 1.8 

 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日  

   至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

 （自 平成17年４月１日  

至 平成18年３月31日） 

対前年 

 増減率 

 事業部門 
金額 

 （百万円） 

 構成比 

 (%) 

 金額 

（百万円） 

 構成比 

  (%) 

 対前年増減率 

  (%) 

情報処理・通信サービス 10,987 29.4 13,050 34.3 18.8 

 ソフトウェア開発 10,370 27.8 11,724 30.8 13.0 

 システム提供サービス 8,611 23.0 5,561 14.6 △35.4 

その他システム関連サービス 7,393 19.8 7,708 20.3 4.3 

 合計 37,363 100.0 38,044 100.0 1.8 



◆グループ会社の増加 

 当期末に、財団法人松戸市都市整備公社殿からエム・シー・エス株式会社の全発行済株式数の23.3%を取得し、当

社の持分法適用関連会社としました。同社は、昭和48年に千葉県松戸市や地元財界などが出資し、設立した情報サー

ビス企業であり、同県北部地域の地方自治体に営業基盤を有しております。同社とは、以前より取引関係がありまし

たが、今般、アイネスグループの自治体事業基盤の拡充を目的にグループ化を図ったものです。今後、同社と協力関

係を深めることで同地域での「WebRings」の拡販体制を確立してまいります。 

 

（注１）ソフトウェア除却損 

 地方自治体向け事業において、改革を先取りした発生主義会計に連携可能な財務会計システムに取り組んでまいり

ました。しかし、同システム導入には、お客様側の体制整備等に相当な期間を要することから、商談獲得が思うよう

に進んでおりません。一方、税を中心としたシステムは、先進自治体での稼働実績が追い風となり、中核都市等から

の受注が拡大しております。人的経営資源を集中させるため、当該システムの開発及び提供を一時中断し、そのソフ

トウェア資産等約21億円を製品処分損として一括償却するものです。 

 

（注２）たな卸資産処分損 

 地方自治体向け事業のソリューションソフトである「WebRings」を普及させる段階で、一部のお客様との間で標準

化認識の行き違い等が生じておりました。このうち、仕様変更、手戻り、追加作業などによりコスト増となった案件

につきましては、お客様と売価交渉を重ねてまいりました。その交渉が不調に終わった回収不能分について約21億円

をたな卸資産処分損として一括償却するものです。 

(2）キャッシュ・フロー 

 

 当連結会計年度における連結キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが前連結会計年度より減

少したものの収入超となり投資活動・財務活動によるキャッシュ・フローを合わせ、現金および現金同等物（以下、

「資金」という）は4億5百万円減少し、151億70百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税金等調整前当期純利益は、大幅なマイナスでしたが、売上債権の回収などは順調に推移し、営業活動により得ら

れた資金は5億79百万円減（前年同期比30.0%減）の13億53百万円となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資有価証券の売却による収入があったものの、継続し実施しているソリューションソフトへの開発投資により、

投資活動に使用した資金は4億53百万円増（同186.7%増）の6億96百万円となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 配当金の支払いおよび自己株式取得を実施したことにより、財務活動に使用した資金は17億2百万円減（同61.6%

減）の10億62百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 事業の業種別セグメントを記載していないため事業部門別の生産実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は売価換算によっております。 

２．上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

３．当連結会計年度から事業部門の構成内容を一部変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っております。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度における受注の状況は次のとおりであります。 

 （注）１．ソフトウェア開発業務以外につきましては、継続業務が大半であり、サービス内容も多岐にわたり把握する

ことが困難なため、ソフトウェア開発業務についてのみ記載いたしました。 

２．上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

事業部門の名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

情報サービス   

情報処理・通信サービス（百万円） 14,858 114.1 

ソフトウェア開発（百万円） 11,728 109.7 

システム提供サービス（百万円） 7,420 66.2 

その他システム関連サービス 

（百万円） 
3,453 95.1 

合計（百万円） 37,460 97.1 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

ソフトウェア開発 8,240 91.1 4,846 73.3 

合計 8,240 91.1 4,846 73.3 



(3）販売実績 

 事業の業種別セグメントを記載していないため事業部門別の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当連結会計年度から事業部門の構成内容を一部変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っております。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。 

３．上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

事業部門の名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

情報サービス   

情報処理・通信サービス（百万円） 14,889 115.2 

ソフトウェア開発（百万円） 11,724 113.0 

システム提供サービス（百万円） 8,060 76.6 

その他システム関連サービス 

（百万円） 
3,370 95.1 

合計（百万円） 38,044 101.8 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

ジブラルタ生命保険株式会社 4,581 12.3 4,676 12.3 



３【対処すべき課題】 

 情報サービス産業の事業環境は、競争の激化、急速な技術革新など、常に変化し続けております。このような事業

環境のもと、お客さまにご満足いただけるサービスを提供するための技術力の強化とともに、コスト削減や信頼性・

安全性・効率性の向上に対する不断の努力が重要であると考えております。 

 セキュリティ面では、支社を含めた全国13拠点で、国際基準適合の情報セキュリティマネジメントシステム ＩＳ

ＭＳ（注１）の認定を受け、また、情報セキュリティの中でも極めて重要である個人情報保護については、プライバ

シーマーク制度の認定を受けております。これらを基本に教育・啓発や監査を継続的に行うことで、セキュリティを

企業文化として定着させることが重要であると考えております。 

 ソフトウェア開発プロセスの改善においては、国際的に評価の高いＣＭＭＩ（注２）レベル2を2本部、レベル3を1

本部で達成しており、さらに上位のレベル4～5の取得をめざしております。一方、アウトソーシング事業では、既に

国際規格のISO9001：2000年版（注３）を取得し、開発面あるいは運用面での品質管理レベルの向上に努めておりま

す。 

 一方、企業に求められる社会的責任のひとつである環境保全につきましては、主力データセンターである高津事業

所ならびに赤坂本社事務所において国際環境規格である環境マネジメントシステムISO14001（注４）を導入するな

ど、環境保全に対するさまざまな活動を全社的に実施しております。今後も、さらにこの活動を充実させ、環境面に

配慮したサービスを提供できる体制を整備してまいります。 

 

（注１）ISMS（アイ・エス・エム・エス）:Information Security Management Systemの略 

 情報セキュリティ管理の国際標準に基づき、作られた情報セキュリティマネジメントシステムの適合評価制度で経

済産業省から公表された。「情報処理サービス業情報システム安全対策実施事業所認定制度」に替わる新制度で、最

新の技術革新に対応している。 

 

（注２）CMMI（シー・エム・エム・アイ）:Capability Maturity Model Integrationの略 

 米国カーネギーメロン大学で開発されたソフトウェア開発の能力評価モデルCMMの最新版。ソフトウェア開発の競

争力強化や技術力評価手法として注目され、国や自治体システムの入札条件に活用も計画されている。ソフトウェア

品質の国際基準になりつつある。 

 

（注３）ISO9001（2000年版） 

 国際標準化機構（ISO）が定めた品質マネジメントシステムの国際規格。従来のISO9001は、主に製造品の「品質保

証」を規格するものだったが、2000年版で大きな見直しが行われ、サービス全般に及ぶ「品質向上のための経営管理

システム」を規格するものへと強化されている。 

 

（注４）IS014001 

 国際標準化機構（ISO）が定めた環境マネジメントシステム（EMS）の国際規格。地球環境保護のため環境負荷の継

続的低減をめざす組織が、この規格の要求事項を満足するEMSを構築し、第三者機関による審査を経て認証される。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価および財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主たるリスクには以下のようなもの

があります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであ

ります。また、それぞれのリスクについて回避策を講じておりますが、予測されない事態が発生した場合には、業績

に影響を与える可能性があります。 

(1) 開発サービス提供で不採算案件が生じるリスク 

 受注ソフトウェア開発及びソフトウェア製品開発などにおいて納期遅延や品質劣化が発生し、その回復費用により

不採算案件が生じるリスクがあります。その発生原因としては、新規領域への参入、新規技術への取り組み、仕事と

技術者スキルの不一致、開発物に対するお客さまや開発者間での認識不一致、試験不足、ソフトウェア本来の性質の

一つである不完全性の存在などさまざまな要因があげられます。これらを回避するために当社では、ISO9001やCMMI

などの品質基準を導入するとともに、プロジェクト管理、品質管理の向上と技術者教育に取り組んでおります。 

(2) 運用サービス提供に支障が発生するリスク 

 アウトソーシングなど運用サービスにおいて、システムダウンや回線障害が発生し、お客さまの事業が停止もしく

は中断した場合、当社が損害賠償請求を受けるリスクや情報サービス企業として信用を失墜するリスクがあります。

その発生原因としては、災害、ハードウェアの故障、OSやアプリケーションソフトウェアの不具合、運用ミス、停電

や回線不通、ウィルスの侵入、ハッカーによる攻撃などさまざまな要因があげられます。これらを回避するために当

社では、ISO9001の品質基準を導入するととともに、バックアップ機能の充実・運用ツールの強化等の設備投資、運

用管理の向上、技術者教育などに絶えず取り組んでおります。 

(3) 情報漏洩のリスク 

 当社は、運用あるいは開発のためにお客さまから個人や顧客情報を含んだ情報資産を預かっております。それらの

情報が漏洩した場合、お客さまから損害賠償請求を受けるリスクや情報サービス企業として信用を失墜するリスクが

あります。その発生原因としては、システム設計上または運用上のセキュリティ対策の不備、不正・犯罪、人的エラ

ー・誤操作・過失、障害・災害などさまざまな要因があげられます。これらを回避するために当社では、ISMSやプラ

イバシーマークの認定取得とともに、ISMS委員会、個人情報保護委員会を設置し責任体制を明らかにした上で、設

備、ルール、教育など総合的な対策を実施しております。なお、当社は、社外有識者による「アイネス情報セキュリ

ティアドバイザリーボード」を設置し、当社の施策全般についての評価および提言を受けております。 

(4) 財務上のリスク 

 当社では、長期的な取引関係を維持するために、一部の取引先企業の株式を保有しております。また、余裕資金の

安定運用のため金融商品を保有しております。これらの金融資産については、投資先企業の業績や市場環境により、

資産価値が変動する場合があります。資産価値が下落した場合には、公正妥当とされる会計基準および当社の規定す

る基準に従い、相当額の減損による損失が発生するリスクがあります。金融資産の価格変動リスクに対しては、資産

内容の見直しおよび余裕資金の安定運用に努めてまいります。 

(5) 当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の導入に関するリスク 

 当社は、平成18年6月23日開催の定時株主総会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上

させることを目的として、株主総会の決議により当社株式の大規模買付行為に関する対応策の基本方針（以下、「本

基本方針」といいます。）を決定することができることを内容とする定款変更議案及び変更された定款に基づき本基

本方針の内容を決定するための議案が承認されたことに基づき、同日開催の取締役会において、本基本方針に基づく

具体的な対応策（以下、「本プラン」といいます。）を決定しました。 

 本プランは、当社株式に対する買付が行われる場合には、買付者又は買付提案者（以下、併せて「買付者等」とい

います。）に対し事前に当該買付に関する情報の提供を求め、当社が当該買付についての情報収集・検討等を行う時

間を確保した上で、当社株主に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行うための手続を

定めたものであります。買付者等が本プランにおいて定められた手続を行うことなく買付を行う等、買付者等による

買付が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を害するおそれがあると認められた場合には、当社は、当該買付者等

による権利行使は認められないという行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権

を取得することができる旨の取得条項が付された新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）を、その時点

における当社以外の全株主に対し、その保有株式1株につき2個を上限として当社取締役会が別途定める割合で新株予



約権の無償割当ての方法により割り当てます。本新株予約権1個当たりの目的である株式の数は別途調整がない限り1

株となります。買付者等以外の当社株主は、割り当てられた本新株予約権を行使して1株当たり1円（もしくは当社株

式1株の時価の2分の1の金額を超えない範囲で、当社取締役会が定める価額）の行使価額を払い込んだ場合、又は当

社が本新株予約権の取得と引換えに買付者等以外の当社株主に対して当社株式を交付した場合、当社株式を取得する

ことになります。 

 買付が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を害するおそれがあると認められた場合に、割当てられた本新株予

約権の行使が可能となると、買付者等以外の当社株主は、本新株予約権を行使して極めて低い価額で当社株式を取得

することができる一方で、買付者等は、本新株予約権を行使することができない結果、又は当社が買付者等以外の当

社株主から本新株予約権を取得しこれと引換えに当社株式を交付する結果、自己の取得又は保有する当社株式につい

ての議決権割合が低下することのみならず、経済的にも著しい希薄化を被ることとなります。 

 他方で、本新株予約権が割当てられた場合でも、買付者等以外の株主が本新株予約権を行使しないときは、当社が

本新株予約権を取得しない限り、当該株主も自己の保有する当社株式について議決権割合が低下することのみならず

経済的に著しい希薄化を被るおそれがあります。なお、当社は、一旦本新株予約権の無償割当ての決議をした後であ

っても、本新株予約権の無償割当ての効力発生日の前日までにこれを中止し、又は本新株予約権の無償割当ての効力

発生日後本新株予約権の行使期間の初日の前日までは本新株予約権者に当社株式を交付することなく本新株予約権を

無償で取得する場合がありますが、これらの場合には、当社株式の価格に相応の変動が生じる可能性があります。 

 また、本新株予約権の割当ての有無にかかわらず、本プランが導入されていることにより、当該買付が予定どおり

実現されず、その結果、当社株主による当社株式の売却機会が減少する可能性があります。 

 さらに、本新株予約権は、割当期日の株主に割り当てられるため、かかる割当期日において名義書換未了の株主及

び当該割当期日以降に当社の株式を取得する株主には、本新株予約権が割り当てられないことになります。 

 なお、外国に所在する株主は、適用ある外国の法令上、本新株予約権の行使につき一定の手続の履行又は条件の充

足が必要とされる場合には、かかる手続が履行又は条件が充足された場合に限り、本新株予約権を行使することがで

きます。外国に所在する株主がその結果、本新株予約権を行使できないときは、原則として本新株予約権の譲渡が認

められますが、本新株予約権の譲受人が見つかる保証はありません。 

 さらに、現在の日本の税制上の取扱い等が変更した場合又は適用ある外国の税制上、当社株主に本新株予約権が交

付される際、又は当社株主が本新株予約権を行使する際もしくは当社株主に対して当社による本新株予約権の取得と

引換えに当社株式が交付される際に、当社株主に課税がなされる可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計年度中において、経営上の重要な契約等はありません。 



６【研究開発活動】 

 当社グループは、急激な変化を続けている社会環境の中で、新たな社会ニーズを見据え、今後の事業の中心となる

製品・サービスの研究開発および長期的成長の基盤となる基礎的研究や新技術の研究に注力しております。なお、当

連結会計年度の研究開発活動に要した研究開発費は1億93百万円であります。 

 

(1) 今後の事業の中心となるソリューションサービスおよびコアシステムの研究開発 

 社会、経済の構造が情報をベースとしたものに大きく変化し、今や情報は単なるデータではなく、経営上の重要な

資産となりました。情報活用を前提とした新しいビジネスモデルや技術革新により実現・実用可能となる新サービス

が続々と誕生しています。当社グループは、このような変化に対応すべく、今後の事業展開において中心となるソリ

ューションサービスおよびそのコアシステムを独自の視点で選択し、実用化に向けた研究および開発を行っておりま

す。 

 

・より付加価値の高い情報システムをめざして 

 ユビキタス社会の基盤ツールとして注目が急速に高まっているRFID（無線ICタグ）技術の実装化に向け実証実験に

取り組んでいます。具体的には、資材管理をベースにした実験システムを構築し、距離、移動、同時認識などの性能

面での検証や書き換えによる循環利用などの運用面での検証などを行い、その実効性を研究いたしました。また、各

事業部と連携を取りながら当社グループが構築・提供している多様な業種・業態向けの情報システムへの活用検討を

実施しました。安全性や費用対効果などの課題はあるものの、従来の情報システムの付加価値を高める有望なインタ

ーフェースとして今後も研究を続けてまいります。 

  

・グリッド・コンピューティング技術の応用 

 企業や官公庁の大規模データ処理に対して、グリッド・コンピューティング技術を用いたPCサーバ・クラスタで負

荷分散を図るソリューションの研究開発に取り組みました。グリッド・コンピューティング技術を用いることで、オ

ンデマンドで計算能力を増加することが可能となります。これによって、例えば、年に一度の大量データ処理のため

にメインフレームを使用する必要がなくなり、リアルタイム処理から大量バッチ処理までをオープン技術でカバーす

ることで、大幅なコスト削減が期待できます。特に大量の帳票作成や出力するためのソリューション技術の研究を行

いました。 

 (2) 長期的成長の基盤となる基礎的研究および新技術の研究 

 基礎的な研究や新技術の研究につきましては、長期的な視点を持って当社グループの成長の基盤となることを基本

に、当社総合研究所に設置した技術開発本部において実施しております。必要に応じて国内外の関連学会、研究機関

との交流を行い、活発な研究活動を行っております。 

 

・ソフトウェア再利用技術の研究 

 短期間で品質の高いシステム構築実現に向けてソフトウェア再利用技術の研究開発を継続的に行っています。特

に、業務に依存しないシステム共通処理を再利用し易くする「フレームワーク技術」や、ビジネス処理をサービス部

品として再利用するSOA（Service Oriented Architectureサービス指向アーキテクチャ）技術の調査・研究を重点的

に行っております。 

 

・使いやすさや操作性を向上させる技術の研究 

 有用なシステムには、必要な「業務機能」と「性能」が備わっているのはもちろんのこと、「使いやすさ、操作性

（＝ユーザビリティ）」も重要な要素です。ユーザビリティの向上と改善をめざし、システム開発への「人間中心設

計プロセス（ISO13407標準）」の導入手順とユーザビリティの評価/分析手法の研究に取り組んでいます。例えば、

Webアプリケーションの操作性向上させる手法としてリッチ・クライアント技術の調査・研究も行っております。 

  

・ビジネス情報の可視化の研究 

 広範なビジネスデータを多くの視点から視覚化し、その傾向や特徴を直感的に捉えるための支援技術を、BI（ビジ

ネス・インテリジェンス）のツールとして実用化する応用研究を行っております。また、業務システムに対して、ユ

ーザとの共通理解を深めるための業務プロセスなどのUMLによる視覚化についても実用を含め応用研究を行っており

ます。この成果を応用技術・システムとしてソフトウェア特許の出願を行いました。また、ビジネス情報の可視化ツ

ールは、「クレールスコープ」という名称で商標登録を行っております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

① 資産 

 流動資産は、未収金などの回収により9億77百万円減少いたしました。一方、固定資産は、特別損失に計上したソ

フトウェア資産の除却および時価変動リスクを持つ金融資産を継続して低減させたことなどにより27億50百万円減少

しました。これらの結果、当期の総資産は、660億24百万円と、前期末に比べ37億27百万円減少いたしました。 

② 負債 

 買掛金の漸増や退職給付引当金の通常引き当てなどにより、負債合計は、前期末より7億47百万円増の79億22百万

円と、微増となりました。 

③ 株主資本 

 株主資本は、株主還元や戦略的投資への活用を想定した自己株式の取得を進めることによって資本の部の減少要因

となる一方で、当期純損失を反映し45億18百万円減の515億82百万円となりました。なお、株主資本比率は、株主資

本および総資産がともに減少したことによって、前期末の80.4%から2.3ポイント低下して78.1%となりました。 

④ 設備およびソフトウェア投資 

 当期は、お客様により安全性の高いサーバ環境等を提供するために、建物および附属設備等に投資を行いました。

この結果、設備投資総額は11億円となりました。また、ソフトウェア投資は、地方自治体向けビジネスに約20億円を

投資しましたが、一方で、前述したように販売方針の変更による約21億円のソフトウェア資産を除却しております。

⑤ キャッシュ・フロー 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税金等調整前当期純利益は、大幅なマイナスでしたが、売上債権の回収などは順調に推移し、営業活動により得ら

れた資金は13億53百万円となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資有価証券の売却による収入があったものの、継続し実施しているソリューションソフトへの開発投資により、

投資活動に使用した資金は6億96百万円となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 自己株式取得の実施、子会社にかかる長期借入金の返済など、財務活動に使用した資金は10億62百万円となりまし

た。 

（現金および現金同等物の当期末残高） 

 上述のように、各段階のキャッシュ・フローから現金および現金同等物の残高は、前期末比4億5百万円減少し、

151億70百万円となりました。 

(2) 経営成績 

① 当社グループを取り巻く環境 

 当期の情報サービス産業は、企業収益の改善により情報化投資の回復や拡大傾向が強まりつつあり、需要は増勢に

転じてまいりました。しかしながら、当社グループを取り巻く経営環境は、受注競争の激化に加え、お客さまからの

投資効果要求の高まりなどにより、収益の確保が厳しい状況が続きました。 

② 売上高 

 このような市場環境の下で当社グループは、当期よりスタートした中期経営計画にしたがって、公共、金融、産業

の各分野においてターゲットを絞り「当社独自の特色・強み」を活かした事業活動を展開いたしました。 

 売上高は、公共分野の売上は微減に留まりましたが、メガバンク向け統合業務などによる金融分野の増収やグルー

プ会社の増加（新たに当社グループに加わった新日本システムサービス㈱）が貢献し、売上高は380億44百万円（前

年同期比1.8%増）となりました。 



■業種別概況 

●公共分野 

 地方自治体向け事業を主力とする公共分野は、当上期は前年同期比24.5%の減収でしたが、当下期には同22.1%増ま

で回復し、当期売上高は前年同期比0.8%減の88億67百万円となりました。しかし、データ移行作業や一部業務におい

て想定外の原価が発生するなど収益面での悪化もみられました。収益力の回復に向けて改善委員会を立ち上げ、社内

体制の整備に取り組んでおります。一方、受注は、複数の都市からの大型案件を獲得するなど、当期から正常に復し

たものと判断しております。 

 

●金融分野 

 金融分野は、生命保険会社向けでは既存顧客および日本進出の外資系新規顧客のアウトソーシング業務の増加によ

る事業の拡大、メガバンク向けシステム統合業務の大型受注、損害保険会社や証券会社向けソフトウェア開発の増加

などによって、売上高は、前年同期比6.4%増の123億46百万円となりました。次事業年度も、当社グループのお客さ

まである金融機関においては、経営統合後のシステム再編や見直しが本格化し、需要拡大が続くものと思われます。

 

●産業分野 

 産業分野は、「当社独自の特色・強み」を活かせる業種業態にターゲットを絞った事業展開を行った結果、製造業

や卸・小売業が伸長いたしましたが、低粗利の機器販売を縮小したことによってサービス業が減収となり、売上高は

前年同期比横ばいの168億31百万円となりました。一方、昨年７月には、三菱商事株式会社の情報サービス企業であ

る株式会社アイ・ティ・フロンティア殿とアウトソーシング分野での事業提携を行い、新たな販路を確保いたしまし

た。 

 

■部門別概況 

●情報処理・通信サービス部門 

 情報処理・通信サービス部門は、前年同期比19億60百万円増（同15.2%増）の148億89百万円と2期連続の増収とな

りました。オープン化による価格低下は引き続いているものの、前期に獲得したアウトソーシング業務が寄与すると

ともに、新たに当社グループに加わった子会社分が貢献いたしました。 

 

●ソフトウェア開発部門 

 ソフトウェア開発部門は、メガバンク向けシステム統合業務の大幅増収があったこと、生損保などの金融機関や前

期に獲得した貿易、自動車部品、旅行会社向け開発等が貢献いたしました。これらにより売上高は、前年同期比13億

53百万円増（同13.0%増）の117億24百万円と大きく拡大いたしました。 

 

●システム提供サービス部門 

 一方、システム提供サービス部門は、当下期からは増収傾向に転じましたが、地方自治体向け事業の前期営業停滞

による受注減により売上高が減少したのに加え、民間向け機器販売の縮小などにより、前年同期比24億59百万円減

（同23.4%減）の80億60百万円と大幅な減収となりました。 

  

●その他システム関連サービス部門 

 前期まで当サービス部門に含んでいたＦＭサービスや保守サービスを、より事業実態にあわせるため、当期より情

報処理・通信サービスやシステム提供サービスに集計するよう変更いたしました。なお、当サービス部門にはデータ

入力などが集計されますが、当期については特にコメントすることはございません。 

③ 売上原価 

 売上原価は、前期に比べ22億33百万円増加し、原価率は92.6%と前期と比較して4.3ポイント悪化しました。これ

は、地方自治体向け事業において、ホストコンピュータからオープンシステムへのデータ移行の工数が計画を上回っ

たことや一部業務において手戻り等が発生したことなどで期初想定外の原価が増加したことによるものです。加え

て、同事業の前期営業停滞による受注減の影響によってソフトウェア資産の償却費用が吸収しきれず、原価率を押し

上げる結果となりました。 



④ 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費は、前期に比べ23百万円減の47億55百万円となり、売上高販管費率は、12.5%と前年同期比

0.3ポイント減少いたしました。この主な要因は、前期に大規模に実施した情報セキュリティ対策に係る管理費負担

が減少したことなどによるものです。 

 なお、当期の研究開発費は1億93百万円となりました。具体的内容としては、社会統計データや企業活動データな

どさまざまな統計データを当社独自の視覚化技術によって2次元に色彩を加えた手法で分析、表示するソフトウェア

（商品名：クレールスコープ）の実用化研究などに取り組みました。 

 当社グループは、研究開発のほか、人材育成などの教育投資として約3億円、設備投資で約11億円を投資してお

り、これらの売上高に占める割合は約4%強となっています。今後も、競争力の強化と将来の事業発展への貢献を念頭

に、投資総額として売上高の2%～5%程度の継続的な投資を図っていく考えです。 

⑤ 営業利益 

 以上の結果、誠に遺憾ながら営業利益は、前期に引き続き赤字となり、営業損失19億35百万円（前期営業損失4億6

百万円）を計上することとなりました。 

⑥ 経常利益および税金等調整前当期純利益 

 受取利息の増加などにより営業外収支がプラスとなったため、経常損失は、18億48百万円（前期経常損失4億29百

万円）となりました。 

 次に特別損益については、まず、特別利益として、投資有価証券の譲渡および売却等により約10億円を計上いたし

ました。一方、特別損失では、地方自治体向け事業の販売方針の変更によりソフトウェア資産の一部をソフトウェア

除却損として約21億円、また同事業の普及段階で生じたオーバーコストの回収不能分をたな卸資産処分損として約21

億円を、それぞれ計上いたしました。これらの結果、当期の特別損益は、差し引き約34億円の損失となり、52億59百

万円の税金等調整前当期純損失（前期純損失31億32百万円）となりました。 

⑦ 当期純利益 

 法人税などの負担額は、当期の法人税、事業税などの計上額4億2百万円に対し、税効果会計を適用したことによ

り、法人税等調整額24億34百万円を繰延税金として処理しました。その結果、32億21百万円（前期純損失20億79百万

円）の当期純損失を計上いたしました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループにおける当連結会計年度の主なものは生産設備増強を目的としたコンピュータ機器・設備の増強で、

総額は11億円であります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は次のとおりであります。 

(1）提出会社 

  平成18年３月31日現在 

事業所名 
(所在地) 

事業部門の名称 設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

工具器具及び
備品 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

合計 
（百万円） 

赤坂本社事務所 

(東京都港区) 

管理・情報サー

ビス・営業 

生産設備・そ

の他設備 
602 79 

1,839 

(1,231.62)
2,520 360 

総合研究所 

(横浜市都筑区) 

情報サービス・

研究 
〃 4,350 562 

4,443 

(9,809.27)
9,355 439 

高津事業所 

(川崎市高津区) 
情報サービス 生産設備 1,330 394 

1,608 

(3,819.55)
3,332 137 

幕張事業所 

(千葉市美浜区)(注２) 

情報サービス・

営業 

生産設備・そ

の他設備 
889 3 

144 

(524.11)
1,036 － 

関東データセンター 

(埼玉県越谷市)(注１) 
〃 生産設備 55 64 

45 

(604.95)
164 34 

赤坂開発センター 

(東京都港区)(注１) 
〃 〃 25 31 

－ 

(-)
56 320 

札幌支社 

(札幌市中央区)(注１) 
〃 〃 13 17 

－ 

(-)
30 28 

東北支社 

(仙台市青葉区)(注１) 
〃 〃 17 13 

－

(-)
30 34 

名古屋支社 

(名古屋市中村区)(注１) 
〃 〃 10 20 

－ 

(-)
30 58 

静岡支店 

(静岡市葵区)(注１) 
〃 〃 2 3 

－ 

(-)
5 2 

大阪支社 

(大阪市中央区)(注１) 
〃 〃 30 146 

－ 

(-)
176 62 

広島支社 

(広島市東区)(注１) 
〃 〃 7 31 

－ 

(-)
38 23 

福岡支社 

(福岡市中央区)(注１) 
〃 〃 9 19 

－ 

(-)
28 28 

寮・社宅(５ヶ所) 

(川崎市宮前区 他) 
福利厚生施設 その他設備 1,849 2 

2,415 

(3,521.49)
4,266 － 

保養所(２ヶ所) 

(福島県岩瀬郡天栄村他) 
― 〃 1 － 

1 

(434.33)
2 － 

保養所用地(清里) 

(山梨県北杜市高根町) 
― ― － － 

8 

(18,283.89)
8 － 

保養所用地(嬬恋) 

(群馬県吾妻郡嬬恋村) 
― ― － － 

2 

(496.00)
2 － 



(2）国内子会社 

 （注）１．連結会社以外の者から賃借により使用している事務所または事業所であります。 

２．建物の一部を連結会社以外の者に賃貸しております。 

３．建物の一部を連結会社以外の者から賃借により使用しております。 

４．上記の他、大型コンピュータ、パソコン等を、リースにより使用しております。リース料総額は17億14百万

円であります。 

５．平成17年４月１日、株式会社ＤＡＣＳは株式会社ＤＡＩＣＯＭを吸収合併いたしました。 

６．新日本システム・サービス株式会社は平成17年９月29日付で当社の子会社となりました。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業部門の名称 設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

工具器具及
び備品 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

合計 
（百万円） 

㈱アイ・エ

ス・エス 

本社 

(川崎市高津区) 

情報サービス・

管理 

生産設備・

その他設備 
－ 26 

－ 

(-)
26 145 

寮 

(横浜市都筑区) 
福利厚生施設 その他設備 563 － 

665 

(1,629.38)
1,228 1 

㈱ＫＤＳ 

本社 

(東京都港区)（注１） 

情報サービス・

管理 

生産設備・

その他設備 
5 1 

－ 

(-)
7 36 

高津事業所 

(川崎市高津区) 
情報サービス 生産設備 0 2 

－ 

(-)
2 14 

関東事業所 

(埼玉県越谷市)（注１） 
〃 〃 － 3 

－ 

(-)
3 4 

札幌支社 

(札幌市中央区)（注１） 
〃 〃 0 1 

－ 

(-)
2 14 

東北支社 

(仙台市青葉区)（注１） 
〃 〃 0 0 

－ 

(-)
0 5 

大阪支社 

(大阪市中央区） 
〃 〃 0 3 

－ 

(-)
3 23 

福岡支社 

(福岡市中央区)（注１） 
〃 〃 0 0 

－ 

(-)
0 4 

㈱ＳＫサポー

トサービス 

本社 

(横浜市戸塚区)（注１） 

情報サービス・

管理 

生産設備・

その他設備 
－ 7 

－ 

(-)
7 33 

㈱エス・イ

ー・エィ 

本社 

(東京都台東区)（注１） 

情報サービス・

管理 

生産設備・

その他設備 
0 4 

－ 

(-)
5 22 

㈱ＤＡＣＳ

（注５） 

本社 

(大阪市中央区)（注３） 

情報サービス・

管理 

生産設備・

その他設備 
186 40 

150 

(212.36)
376 155 

東京支店 

(東京都世田谷区)(注１) 
情報サービス 生産設備 10 9 

－ 

(-)
20 40 

新日本システ

ム・サービス

㈱ 

（注６） 

 本社 

(大阪市福島区)(注１) 
情報サービス 

生産設備・

その他設備 
23 8 

－ 

(-)
31 53 

四国営業所 

(香川県高松市)(注１) 
情報サービス 

生産設備・

その他設備 
－ 0 

－ 

(-)
0 1 

㈱ＩＮＰＭ 
本社 

(東京都港区) 
〃 〃 － － 

－ 

(-)
－ 5 

㈱シー・オ

ー・シー 

本社 

(東京都港区) 
〃 〃 － 3 

－ 

(-)
3 5 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 平成14年6月27日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、取締役および従業員対し、特に有利な条件

をもって新株予約権を発行することを平成14年６月27日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注） １．各新株予約権の行使により発行または交付される株式１株当たりの払込金額（以下「払込金額」という。）

は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、そ

の価額が新株予約権発行の日の取引の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ取引が成立した直近日の終

値）を下回った場合は、その終値とする。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 175,477,400 

計 175,477,400 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 51,895,753 51,895,753 

㈱東京証券取引所 

㈱大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 51,895,753 51,895,753 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 798 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 79,800 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 898（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日 

至 平成19年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格  898 

１株当たり資本組入額 449 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 



 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に上記に定める新株予約権１個当たりの目的とな

る株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付された

証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自己株

式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。な

お、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は

「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

  また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする

ときは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社取締役または従業員であることを要する。

ただし、当該地位を失った後も、６ヶ月間に限り、これを行使することができる。 

②新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

③その他の権利行使の条件については、平成14年６月27日開催の当社第40回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

３．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承認するときを除き、取締役会の決議をもって新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については取締役会の決議をもって無償で消却することが

できる。 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



② 平成15年6月26日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、取締役および従業員対し、特に有利な条件

をもって新株予約権を発行することを平成15年６月26日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注） １．各新株予約権の行使により発行または交付される株式１株当たりの払込金額（以下「払込金額」という。）

は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、そ

の価額が新株予約権発行の日の取引の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ取引が成立した直近日の終

値）を下回った場合は、その終値とする。 

 各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に上記に定める新株予約権１個当たりの目的と

なる株式の数を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付された

証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自己株

式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。な

お、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は

「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

  また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする

ときは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社取締役または従業員であることを要する。

ただし、当該地位を失った後も、６ヶ月間に限り、これを行使することができる。 

②新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認めない。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 690 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 69,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 872（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格  872 

１株当たり資本組入額 436 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



③その他の権利行使の条件については、平成15年６月26日開催の当社第41回定時株主総会およびその後の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた取締役および従業員との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

３．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承認するときを除き、取締役会の決議をもって新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については取締役会の決議をもって無償で消却することが

できる。 

③ 平成16年6月25日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、当社の取締役および従業員に対し、特に有

利な条件をもって新株予約権を発行することを平成16年６月25日の定時株主総会において特別決議されたものであり

ます。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使により発行または交付される株式１株当たりの払込金額（以下「払込金額」という。）

は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価

額が新株予約権発行の日の取引の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ取引が成立した直近日の終値）を

下回った場合は、その終値とする。 

 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に新株予約権１個当たりの目的となる株式の数

（100株とする）を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付された

証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自己株

式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。な

お、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は

「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 380 368 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 38,000 36,800 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,240（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格 1,240 

１株当たり資本組入額 620 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 



 また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする場

合には、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議

案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予約権

に係る義務を承継するときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新株

予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

④ 平成17年6月23日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、当社の取締役および従業員に対し、特に有

利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年６月23日の定時株主総会において特別決議されたものであり

ます。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使により発行または交付される株式１株当たりの払込金額（以下「払込金額」という。）

は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価

額が新株予約権発行の日の取引の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ取引が成立した直近日の終値）を

下回った場合は、その終値とする。 

 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に新株予約権１個当たりの目的となる株式の数

（100株とする）を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 780 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 78,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 941（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成22年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格    941 

１株当たり資本組入額 471 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 



 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付された

証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自 

己株式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

なお、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」

は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

 また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする場

合には、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議

案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予約権

に係る義務を承継するときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新株

予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．資本準備金による自己株式の消却による減少であります。 

２．旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少しております。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式6,007,661株（うち、ストックオプション制度に係わるもの75,000株）は「個人その他」に60,076

単元および「単元未満株式の状況」に61株含めて記載しております。 

２．上記「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

350単元および80株含まれております。 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年２月７日 

（注１） 
△1,164,000 51,895,753 － 31,457 △1,092 26,239 

平成14年７月10日 

（注２） 
－ 51,895,753 － 31,457 △3,000 23,239 

平成17年８月15日 

（注２） 
－ 51,895,753 － 31,457 △15,374 7,864 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 42 25 244 75 2 8,025 8,413 － 

所有株式数

（単元） 
－ 156,172 2,531 115,902 64,195 8 178,721 517,529 142,853 

所有株式数の

割合（％） 
－ 30.18 0.49 22.40 12.40 0.00 34.53 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式7,185千株、資産管理サービス信託銀行株式会社の所

有株式3,230千株、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式2,391千株、エイチエスビーシーファンド

サービシイズスパークスアセットマネジメントコーポレイテッドの所有株式1,972千株、三菱ＵＦＪ信託銀行株

式会社の所有株式620千株、およびステートストリートバンクアンドトラストカンパニーの所有株式392千株は、

すべて信託業務に係る株式であります。 

 ２．上記のほか、自己株式が6,007千株あります。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日立ソフトウェアエンジニア

リング株式会社 
東京都品川区東品川４丁目12番７号 10,612 20.45 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,185 13.85 

資産管理サービス信託銀行株

式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

 晴海アイランドトリトンスクエアオフィ

スタワーZ棟 

3,230 6.22 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,391 4.61 

エイチエスビーシーファンド

サービシイズスパークスアセ

ットマネジメントコーポレイ

テッド 

(常任代理人 香港上海銀行

東京支店) 

I QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 
1,972 3.80 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,028 1.98 

ソシエテジェネラルバンクア

ンドトラスト 

(常任代理人 香港上海銀行

東京支店) 

SOCIETE GENERALE BANK AND TRUST 

11, AVENUE EMILE REUTER L-2420 

LUXEMBOURG 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

983 1.89 

アイネスグループ社員持株会 東京都港区赤坂６丁目11番１号 859 1.66 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 620 1.20 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー 

（常任代理人 みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務

室） 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518 

IFSC DUBLIN, IRELAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

392 0.76 

計 － 29,275 56.41 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が35,000株（議決権の数350個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

 （注）上記「自己株式等」には、旧商法第210条ノ2（ストックオプション制度）の規定により取得した自己株式75,000

株が含まれております。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式（自己株式等） － － － 

 議決権制限株式（その他） － － － 

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,007,600 － － 

 完全議決権株式（その他） 普通株式 45,745,300 457,453 － 

 単元未満株式 普通株式 142,853 － － 

 発行済株式総数 51,895,753 － － 

 総株主の議決権 － 457,453 － 

   平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アイネス 
横浜市都筑区牛久保

３丁目９番２号 
6,007,600 ― 6,007,600 11.58 

計 － 6,007,600 ― 6,007,600 11.58 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基

づき新株予約権を発行する方法、及び旧商法第210条ノ２の規定に基づき自己株式を買付ける方法によるものであり

ます。 

 当該制度の内容は、以下の通りであります。 

① 平成13年６月29日決議に係るもの 

 旧商法第210条ノ２の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法により、平成13年６月28日第39回定時株

主総会終結時に在任する取締役のうち４名、および平成13年６月28日現在在職する課長職以上の従業員のうち36

名に対して付与することを平成13年６月28日の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）権利付与日の属する月の前月の各日（取引の成立しない日を除く）における東京証券取引所の当社株式普通取引

の終値の平均値に1.05を乗じた価額（１円未満の端数は切り上げ）とします。ただし、当該金額は権利付与日の

東京証券取引所における当社株式普通取引の終値を下回らないものとします。なお、株式の分割及び時価を下回

る価額で新株を発行（ただし、転換社債の転換、新株引受権の権利行使を除く）するときは、次の算式により譲

渡価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げとします。 

決議年月日 平成13年６月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役 ４ 
課長職以上の従業員 36 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 

取締役 
28千株を上限とする。 

(１人３千株から10千株までの範囲) 

課長職以上の従

業員 

77千株を上限とする。 

(１人１千株から６千株までの範囲) 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,353（注） 

新株予約権の行使期間 平成15年７月１日～平成18年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時において当社取締役又は従業員であるこ

とを要する。ただし、当該地位を失った後も、６ヶ月

間に限り、これを行使することが出来る。 

・その他の権利行使の条件については、平成13年６月

28日開催の当社第39回定時株主総会及びその後の取締

役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員の間

で締結する「株式譲渡請求権付与契約」に定めるとこ

ろによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡請求権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認

めない。 

   
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 ×

１株当たりの時価 

 既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数 



② 平成14年６月27日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、当社の取締役および従業員に対し、特

に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成14年６月27日の定時株主総会において特別決議されたも

のであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使により発行または交付される株式１株当たりの払込金額（以下「払込金額」という。）

は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価

額が新株予約権発行の日の取引の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ取引が成立した直近日の終値）を

下回った場合は、その終値とする。 

 各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に新株予約権１個当たりの目的となる株式の数

（100株とする）を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付された

証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自己株

式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。な

お、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は

「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

 また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とすると

きは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の

議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予

約権に係る義務を承認するときを除き、取締役会の決議をもって新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については取締役会の決議をもって無償で消却することが

できる。 

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役 １ 

従業員 50 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注１） 

新株予約権の権利行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



③ 平成15年６月26日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、当社の取締役および従業員に対し、特

に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成15年６月26日の定時株主総会において特別決議されたも

のであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使により発行または交付される株式１株当たりの払込金額（以下「払込金額」という。）

は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価

額が新株予約権発行の日の取引の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ取引が成立した直近日の終値）を

下回った場合は、その終値とする。 

 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に新株予約権１個当たりの目的となる株式の数

（100株とする）を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付された

証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自己株

式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。な

お、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は

「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

 また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とすると

きは、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議

案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予約権

に係る義務を承継するときを除き、取締役会の決議をもって新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新株

予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については取締役会の決議をもって無償で消却することができ

る。 

決議年月日 平成15年６月26日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役 ３ 

従業員 26 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注１） 

新株予約権の権利行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



④ 平成16年６月25日決議に係るもの 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、当社の取締役および従業員に対し、特

に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成16年６月25日の定時株主総会において特別決議されたも

のであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使により発行または交付される株式１株当たりの払込金額（以下「払込金額」という。）

は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価

額が新株予約権発行の日の取引の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ取引が成立した直近日の終値）を

下回った場合は、その終値とする。 

 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に新株予約権１個当たりの目的となる株式の数

（100株とする）を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付された

証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自己株

式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。な

お、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は

「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

 また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする場

合には、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議

案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予約権

に係る義務を承継するときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新株

予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

決議年月日 平成16年６月25日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役 ５ 

従業員 55 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注１） 

新株予約権の権利行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



⑤ 平成17年６月23日定時株主総会決議 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、下記のとおり、当社の取締役および従業員に対し、特

に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年６月23日の定時株主総会において特別決議されたも

のであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．各新株予約権の行使により発行または交付される株式１株当たりの払込金額（以下「払込金額」という。）

は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、そ

の価額が新株予約権発行の日の取引の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ取引が成立した直近日の終

値）を下回った場合は、その終値とする。 

 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、払込金額に新株予約権１個当たりの目的となる株式の数

（100株とする）を乗じた金額とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権または新株予約権が付された

証券の行使により新株式を発行もしくは交付する場合を除く。）を行う場合、または時価を下回る価額で自己株

式を処分する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。な

お、自己株式処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は

「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

決議年月日 平成17年６月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役  ６ 

従業員 135 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 78千株を上限とする。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注１） 

新株予約権の権利行使期間 平成18年７月１日～平成22年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお

いても、当社の役員または従業員、あるいは子会社の

役員または従業員であることを要する。 

②会社都合により、上記①の地位を失った者について

は、当該地位を失った後も１年間に限り、これを行使

することができる。 

③新株予約権の譲渡、質入れ、相続その他の処分は認

めない。 

④その他の権利行使の条件については、平成17年６月

23日開催の当社第43回定時株主総会決議およびその後

の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当て

を受けた取締役および従業員との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要す

る。 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



 また、新株予約権発行後、当社が資本減少、会社分割または合併等のために、払込金額の調整を必要とする場

合には、当社が適切と考える方法により払込金額の調整を行う。 

２．新株予約権の消却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議

案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、存続会社または当社の完全親会社が新株予約権

に係る義務を承継するときを除き、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、「新株予約権の行使の条件」①に定める条件に該当しなくなったため新株

予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 



⑥ 平成18年６月23日定時株主総会決議 

 会社法施行後は、当社取締役に対してストックオプションとして発行される新株予約権は、取締役の報酬等に

該当すると位置づけられることとなりました。つきましては、当社取締役の業績向上へのインセンティブを高め

るとともに優秀な人材を確保することを狙いとして、当社取締役に対する報酬等としてストックオプションを付

与することについて、ストックオプションに関する取締役の報酬等の額とともに、ストックオプションとして交

付される新株予約権の具体的内容について平成18年６月23日の定時株主総会において特別決議されたものであり

ます。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

１．報酬等の額 

 当社の取締役の報酬額については、当社取締役に対してストックオプションとして交付される下記2．記載の

新株予約権に関する報酬等の額として、各事業年度に係る定時株主総会の開催日の翌日以降1年間において、下

記2．(1)に基づく新株予約権の総数の上限に一般的に利用されている算式をもって算出した新株予約権１個当た

りの公正価格を乗じて算出した年額4,800万円以内といたしました。 

 なお、取締役の報酬等の額には、従来どおり使用人兼務取締役に対する使用人分の給与および賞与は含まない

ものといたします。また、取締役の総数は現在と同数の12名となりますが、当社定款の定めにより当社取締役の

員数は20名以内としております。 

２．報酬等として付与されるストックオプション（新株予約権）の具体的内容 

 ストックオプションとして当社取締役に対して各事業年度に係る定時株主総会の開催日の翌日以降１年間に交

付する新株予約権の具体的内容は以下のとおりとします。 

(1) 各事業年度に係る定時株主総会の開催日の翌日以降１年間に交付する新株予約権の総数の上限 

 各事業年度に係る定時株主総会の開催日の翌日以降１年間に交付する新株予約権の総数は400個を上限とす

る。 

(2) 新株予約権の目的である株式の種類および数 

 当社普通株式40,000株を、各事業年度に係る定時株主総会の開催日の翌日以降１年間に交付する新株予約権を

行使することによる交付を受けることができる株式数の上限とする。 

 新株予約権1個当たりの目的となる株式の数（以下「対象株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。

 なお、当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により対象株式数を調整するもの

とする。 

 調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

 また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下、あわせて、「合併等」という。）を行う場

合、株式の無償割当を行う場合、その他対象株式数の調整を必要とする場合には、合併等の条件、株式の無償割

当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で対象株式数を調整することができる。 

ただし、これらの調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して出資される財

産の株式１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に対象株式数を乗じて得られる価額とする。 

 行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月各日（取引が成立しな

い日を除く。）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が当該割当日の東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

 なお、新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新

株予約権または新株予約権が付された証券の行使により新株式を発行もしくは自己株式を交付する場合を除

く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。なお、自己株式の

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１ 

 分割・併合の比率 



処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は「処分前自己

株式数」とそれぞれ読み替える。 

 さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができ

る。 

(4) 新株予約権を行使することができる期間 

 割当日の翌日から５年間の範囲内で、当社取締役会の定める期間とする。 

(5) 新株予約権の行使の条件 

① 権利行使時において、当社の役員もしくは従業員または当社子会社の役員もしくは従業員であることを要す

る。 

② 会社都合により、上記①に定める地位を失った者は、当該地位を失った後も1年間に限り、新株予約権を行使

することができる。 

③ その他の新株予約権の行使の条件については、当社取締役会において別途定めるところによる。 

(6) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。 

(7) 当社による新株予約権の取得 

① 新株予約権者が権利行使する前に、上記(5)①に定める条件に該当しなくなった場合、当社は、当社取締役会

が別に定める日をもって当該新株予約権を無償で取得することができる。 

② その他当社が新株予約権を取得する事由については当社取締役会において定めるところによる。 

(8) 新株予約権証券の発行 

 新株予約権に係る新株予約権証券は発行しない。 

(9) その他、本件新株予約権の内容、募集事項および細目については当社取締役会において定めるところによ

る。 

   （既発行株式数 

- 自己株式数）
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１株当たりの時価 

 （既発行株式数 - 自己株式数）＋ 新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

  平成18年６月23日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年７月27日決議） 
675,000 675,000,000 

前決議期間における取得自己株式 227,700 210,690,900 

残存授権株式の総数及び価額の総額 447,300 464,309,100 

未行使割合（％） 66.27 68.79 

  平成18年６月23日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年９月22日決議） 
1,025,000 1,025,000,000 

前決議期間における取得自己株式 88,100 82,035,900 

残存授権株式の総数及び価額の総額 936,900 942,964,100 

未行使割合（％） 91.40 92.00 

  平成18年６月23日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年12月27日決議） 
1,425,000 1,425,000,000 

前決議期間における取得自己株式 411,900 379,680,900 

残存授権株式の総数及び価額の総額 1,013,100 1,045,319,100 

未行使割合（％） 71.09 73.36 

  平成18年６月23日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成18年4月24日決議） 
600,000 600,000,000 

前決議期間における取得自己株式 376,700 300,360,200 

残存授権株式の総数及び価額の総額 223,300 299,639,800 

未行使割合（％） 37.22 49.94 



ニ【取得自己株式の処理状況】 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注）平成18年６月23日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議をもって自己株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の配当政策は、収益に対応し将来的経営基盤の拡充を図るため内部留保に努めながら、株主各位への還元を安

定的に確保し、充実させていくことを基本的な考えとしております。 

 誠に遺憾ではございますが、当期につきましては配当を見送らせていただきました。 

 内部留保金につきましては、経営基盤の拡充を図るため有効投資してまいりたいと考えております。なお、今後に

つきましては、より一層業績の向上に努め安定配当を実現する所存でございます。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

  平成18年６月23日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数 

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得

自己株式 
1,000 872,000 

消却の処分を行った取得自己株式 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 

  平成18年６月23日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 6,384,952 

  平成18年６月23日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議  －  － － 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,520 990 1,050 1,298 1,071 

最低（円） 824 570 682 836 731 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 849 922 1,017 1,010 959 916 

最低（円） 731 824 857 905 842 839 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

取締役社長 

(代表取締役) 
 林  代治 昭和18年12月18日生 

平成13年４月 株式会社日立製作所業務革新推

進本部財務プロジェクト プロ

ジェクトマネージャ 

平成14年３月 同社退職 

平成14年４月 当社顧問 

平成14年６月 常務取締役就任、管理本部長 

平成15年６月 専務取締役就任 

平成17年６月 代表取締役社長就任（現任） 

144 

常務取締役  丸  靖彦 昭和20年１月１日生 

平成６年６月 株式会社コルネット取締役就任 

平成10年９月 同社取締役退任 

平成10年10月 当社取締役就任、ＣＲＮ事業部

長 

平成11年７月 幕張システム開発センター長 

平成12年４月 ビジネスシステム本部長兼シス

テム運用部長 

平成13年10月 運用管理サービス本部長 

平成17年５月 株式会社アイ・エス・エス代表

取締役社長就任（現任） 

平成17年６月 当社常務取締役就任（現任） 

43 

常務取締役 
支社統括本部

長 
関沢  智 昭和22年４月15日生 

平成11年６月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング株式会社公共システム事業

部第１公共システム部長 

平成13年２月 同社退職 

平成13年２月 当社入社 

平成13年３月 アプリケーションサービス本部

長 

平成13年６月 取締役就任 

平成15年４月 公共システム本部副本部長 

平成15年６月 公共システム本部長 

平成17年６月 常務取締役就任（現任）、支社

統括本部長（現任） 

56 

常務取締役   田所 正夫 昭和24年12月17日生 

平成10年１月 株式会社東京三菱銀行東京事務

センター所長 

平成12年５月 同行退職 

平成12年６月 当社顧問 

平成12年６月 取締役就任 

平成12年11月 第一金融システム本部長 

平成13年３月 金融システム本部長 

平成15年６月 管理本部長 

平成16年３月 大和銀総合システム株式会社

（現 株式会社ＤＡＣＳ）取締

役就任（現任） 

平成17年６月 当社常務取締役就任（現任） 

134 

常務取締役 
生保システム

本部長 
小山 正孝 昭和24年7月19日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成９年４月 福岡支社長 

平成12年３月 経営企画室長 

平成13年７月 生保システム本部長（現任）

平成15年６月 取締役就任 

平成17年６月 常務取締役就任（現任） 

98 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

取締役 
情報システム

本部長 
遠藤 慎一 昭和23年8月20日生 

平成13年８月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング株式会社ライフサイエンス

推進本部次長 

平成15年４月 同社退職 

平成15年５月 当社入社 

 情報システム本部副本部長 

平成15年６月 取締役就任（現任） 

 情報システム本部長（現任） 

67 

取締役 営業本部長 砂原 文一 昭和23年８月９日生 

平成14年８月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング株式会社営業本部次長 

平成15年４月 同社退職 

平成15年５月 当社入社 

 営業本部副本部長 兼 販売企画

部長 

平成15年６月 取締役就任（現任） 

平成16年４月 営業本部長（現任） 

39 

取締役 
金融システム

本部長 
花里 章仁 昭和25年３月２日生 

昭和45年11月 当社入社 

平成４年４月 東北支社長 

平成11年３月 アプリケーション開発本部第四

システム部長 

平成13年８月 生保システム本部開発部長 

平成14年10月 生保システム本部ソリューショ

ンサービス部長 

平成15年４月 生保システム本部副本部長 

平成15年６月 金融システム本部長（現任） 

平成17年６月 取締役就任（現任） 

104 

取締役 
ＢＰソリュー

ション本部長 
有吉 勇児 昭和24年９月29日生 

平成11年７月 株式会社エヌ・ティ・ティ・デ

ータ九州支社長 

平成15年６月 同社退職 

平成15年７月 エヌ・ティ・ティ・データ・フ

ォース株式会社取締役就任 

平成16年10月 同社取締役退任 

平成16年11月 株式会社エヌ・ティ・ティ・デ

ータ・ユニバーシティ入社、部

長 

平成17年３月 同社退職 

平成17年４月 当社入社、ＢＰソリューション

本部長（現任） 

平成17年６月 取締役就任（現任） 

32 

取締役 管理本部長 田上 賢三 昭和25年３月28日生 

平成２年11月 北海道拓殖銀行入行

平成10年２月 同行退職 

平成10年３月 当社入社 

平成11年４月 総務部部長 

平成13年７月 総務本部総務部長 

平成16年４月 管理本部長（現任）

平成17年６月 取締役就任（現任）

32 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

取締役 
公共システム

本部長 
井ノ上 詔一郎 昭和30年９月１日生 

昭和53年４月 当社入社 

平成６年２月 第三システム開発部長 

平成13年３月 公共システム本部システム開発

部長 

平成14年12月 公共システム本部ソリューショ

ン設計部長 

平成15年10月 公共システム本部副本部長 

平成17年６月 取締役就任（現任）、公共シス

テム本部長（現任） 

23 

取締役  小川 健夫 昭和14年３月23日生 

昭和40年４月 株式会社日立製作所入社 

平成３年２月 同社ソフトウェア開発本部副本

部長 

平成６年２月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング株式会社開発事業部次長 

平成７年６月 同社取締役システム事業部長 

平成９年６月 同社常務取締役開発事業部長兼

システム事業部長 

平成11年６月 同社専務取締役開発事業部長 

平成13年２月 同社専務取締役技術開発本部長 

平成15年６月 同社代表取締役・執行役社長兼

取締役（現任） 

平成18年６月 同社執行役・取締役退任 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

－ 

常勤監査役  山本 哲之 昭和18年10月５日生 

昭和41年４月 当社入社 

平成13年６月 常務取締役就任 

平成15年６月 取締役退任 

 常勤監査役就任（現任）

373 

常勤監査役  増山 晴英 昭和19年１月12日生 

平成７年６月 株式会社テクノ菱和常務取締役

就任 

平成15年６月 同社取締役退任 

 当社常勤監査役就任（現任） 

－ 

監査役  角田 大憲 昭和42年１月29日生 

平成６年４月 東京弁護士会登録、森綜合法律

事務所（現 森・濱田松本法律

事務所）所属 

平成13年１月 同事務所パートナー 

平成15年３月 中村・角田法律事務所（現 中

村・角田・松本法律事務所）参

画、パートナー（現任） 

平成17年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

 



 （注）１．取締役のうち、小川 健夫氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

    ２．監査役のうち、増山 晴英、角田 大憲および清水 徹の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役

であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

監査役  清水  徹 昭和23年６月15日生 

昭和47年４月 株式会社日立製作所入社 

平成７年６月 同社電子デバイス事業部経理部

長 

平成13年４月 日立アジアＬＴＤ出向 

平成15年４月 同社電力・電機グループ財務本

部長 

平成17年４月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング株式会社執行役経理部長 

平成17年10月 同社執行役財務本部長兼コンプ

ライアンス本部副本部長(現任) 

平成18年６月 当社監査役就任(現任) 

－ 

    計 1,145 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社のコーポレートガバナンスは、企業価値の継続的向上を目的に、以下をもって基本方針といたします。 

１．株主の権利・利益を守り、株主の平等性を保障するとともに、株主をはじめとするステークホルダーとの円滑な

関係を構築することにより、会社の健全な経営を維持する。 

２．会社の財務状況、業績、所有状況やガバナンスを含む重要事項について、適時適切な情報開示を行なうことによ

って、企業活動の透明性を確保する。 

３．取締役会・監査役(会)による経営の監視を充実させ、取締役会・監査役(会)の株主に対するアカウンタビリティ

を確保する。 

Ⅰ．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 １．会社の機関の基本説明 

(1) 当社は、監査役制度を採用しております。 

(2) 当社は、提出日現在、監査役4名選出しておりますが、うち3名が社外監査役であります。 

(3) 取締役会の運営状況について 

 当社の取締役会は、提出日現在、取締役12名（うち社外取締役1名）で構成され、毎月1回定例開催しておりま

す。取締役会には、監査役全員が出席し、取締役とは責務を異にする独立機関であることを十分認識した上で、積

極的かつ活発な意見陳述を行っており、監査役の業務監査権限が適正に機能する運営体制となっております。 

(4) 経営会議について 

 当社は、会社の業務執行に関する重要事項については、取締役会とは別に、個別経営課題の協議の場として、取

締役、監査役、各本部長等より構成する経営会議を毎月1回定例開催しております。ここでは、経営計画、組織体

制、財務状況、営業状況等の実務的な検討が行われ、迅速な経営の意思決定に寄与しております。 



 ２．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 提出日現在における当社の業務執行・監視および内部統制の仕組みは以下のとおりです。 

 当社の顧問弁護士は、森・濱田松本法律事務所に依頼し、必要に応じて法的なアドバイスをいただいております。

 当社の内部統制システムに関する基本的な考え方は次のとおりです。（本件は、平成18年５月25日開催の取締役会

において決議いたしました。） 

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① アイネス行動規範を遵守し、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合

し、かつ社会的責任を果たすべきことを周知徹底する。  

② 監査室等による内部監査を網羅的かつ継続的に実施し、取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合する

ことを確保する。 

③ 取締役を委員長とするコンプライアンス委員会の決定する方針に基づき、法令及び定款に適合した社内ルールを

構築し、コンプライアンスに関わる教育指導を徹底することにより、取締役及び使用人の遵法精神の向上を図る。 

④ 内部通報規程に則り、使用人が社内で法令及び定款に反する行為を発見したとき、内部通報を容易に行なえる環

境の整備改善を図る。 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①取締役は、職務執行上の意思決定に関わる記録及び決裁文書を、当社規程・マニュアルに従い、適切に保存管理

する。 

②上記の記録及び文書について、取締役及び監査役の要求があった場合は、迅速に閲覧に供するものとする。 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①経営会議等の会議体において、取締役及び使用人から定期的に実施される業務執行状況の報告等を通じ、新たに

生じたリスクへの対応のために、必要な場合、社長はこれを全社に示達するとともに、速やかに対応責任者となる

取締役を定める。 

②社長を委員長とするリスク管理統括委員会がリスク管理全般を統括し、その下部組織としてのコンプライアンス

委員会、個人情報保護委員会、ＩＳＭＳ委員会はそれぞれの担当リスク分野における規程・マニュアルの整備、教

育指導、内部監査を実施する。また、業務構造改革委員会は全社の内部統制システムを包括的に見直すことにより



業務全般に関わるリスクの管理の体制を構築する。 

③危機管理上の有事発生の際には、リスク管理統括委員会の指揮命令のもと、各委員会もしくは新たに設置する対

策チームが、この対応にあたる。 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①中期経営計画を定め、中期的経営目標を明らかにし、年度予算の策定により、取締役の業績目標と評価基準を明

確にするとともに、これに基づき業績管理を行なうことで、取締役の職務執行が効率的に行なわれることを確保す

る。 

②会社の経営に影響を及ぼす重要事項については、適正な意思決定を行うため、経営会議等の会議体における協議

を実施する。 

(5) 当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適性を確保するための体制 

①例月開催する子会社報告会を通じ、各子会社の経営状況を把握するとともに、関係会社管理規程にもとづき、子

会社に対し必要な管理を行なう。 

②主要な各子会社には、当社の取締役又は使用人を子会社の取締役又は監査役として派遣し、当社の基準に基づく

業務の適正化を行なう。 

③子会社は、リスク管理統括委員会に属する各委員会に参加し、独自に任命する委員の活動を通して、リスク管理

体制を構築し、業務の適正を確保する。 

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人に関する事項 

①監査室に属する使用人は、監査役の求めがある場合、その指示に従い監査役職務を補助する。 

②監査室長は、当該補助業務を統括し、その円滑な遂行を図る。 

(7) 監査役を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項 

①監査役職業務の補助にあたる使用人は、監査役の指示に関して、取締役の指揮命令から独立してこれを行う。 

②監査役職務の補助にあたる使用人の人事異動及び評価については監査役の同意を要する。 

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

①取締役及び使用人は、以下の事項について、監査役会に対し報告を行なわなければならない。 

 ・経営状況に関わる重要な事項 

 ・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 

 ・内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項 

 ・コンプライアンス上重要な事項 

 ・当社の内部統制システム構築に関わる活動状況 

 ・その他、監査役会で定める事項 

②監査役は、その判断に基づき、取締役及び使用人から業務の執行状況を直接聴取する。 

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査役会と会計監査人は、定期的に意見交換の場を設ける。 

②監査役は、必要に応じて、独自に弁護士、公認会計士等を雇用し、監査業務に関する助言を得ることができる。 

３．内部監査及び監査役監査の状況 

(1) 内部監査部門として監査室を設置しております。監査室の人員数は５名であり、社長の直接の指示に従い内部監

査室業務を遂行しております。 

(2) 監査役監査については、監査役は常勤・非常勤に関わらず取締役会、経営会議、その他重要な社内会議に出席

し、さらに監査役会においては、事業部門、営業部門および管理部門の各本部長から業務の遂行状況を聴取するな

ど、取締役の職務執行を充分に監視できる体制をとっております。監査役は、会計監査人または監査室と、必要に応

じて随時打ち合わせの機会を持つなど情報交換を適宜行い、相互の連携を高めております。 



４．会計監査の状況 

 会計監査については、新日本監査法人を選任しております。当社は、監査に必要な書類・データ等を可能な範囲で

すべて提供するとともに適正な監査ができる環境を整備し、同監査法人は、監査業務が期末に偏ることがないよう期

中に満遍ない監査を実施しております。 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名 

   指定社員 業務執行社員 土井英雄 

   指定社員 業務執行社員 若林正和 

(注) １．継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

２．同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与する

ことのないよう措置をとっております。 

当社の会計監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 ５名  会計士補 ６名  その他 １名 

５．社外取締役および社外監査役との関係 

 当社の取締役12名のうち、１名は社外取締役であります。また、監査役4名のうち、3名が社外監査役でありま

す。 

 社外取締役１名は、当社の議決権の23.1%を保有するその他の関係会社（日立ソフトウェアエンジニアリング

㈱）の相談役を、社外監査役のうち１名は、同社の執行役を兼務しております。同社とは、営業上の取引関係があ

りますとともに、情報サービス事業において競業関係にあります。ただし、当社と社外取締役・社外監査役個人と

が特別な利害関係を有するものではありません。 

 その他の社外監査役２名と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

Ⅱ．リスク管理体制の確立 

１．リスク管理体制の確立 

 当社を取り巻くさまざまなリスクへの対処としてリスク管理体制を確立しております。社長を委員長とするリスク

管理統括委員会を設置し、当社グループのリスク管理方針を決定し、その推進を総括するとともに、危機発生時には

最終意思決定機関としてその対応にあたっております。経営に重大な影響を与える3つのリスクに注目し、当委員会

配下にコンプライアンス委員会、個人情報保護委員会、ＩＳＭＳ委員会を設置しております。これらの委員会活動を

通じてグループ会社を含めたリスク管理の強化・向上に努めております。 

２．「アイネス情報セキュリティアドバイザリーボード」の設置 

 当社事業の根幹ともいえる個人情報保護や情報セキュリティをさらに徹底強化するため、社長の諮問機関として、

社外の有識者による「アイネス情報セキュリティアドバイザリーボード」を設置しております。当ボードは、プライ

バシーや個人情報保護の権威である学識経験者、個人情報保護や情報システムに蘊蓄の深い弁護士、第一線の情報セ

キュリティ専門家、消費者・生活者代表など5名の方々から構成されております。毎月１回の会議を通して、外部か

らの視点で当社の個人情報保護ならびに情報セキュリティの問題点の指摘と改善点の提言をいただいております。 



Ⅲ．役員報酬の内容 

 取締役の年間報酬総額 180百万円（うち社外取締役  3百万円） 

 監査役の年間報酬総額  26百万円（うち社外監査役 16百万円） 

（注）１．取締役の報酬等には、使用人兼務取締役11名に対する使用人分の給与65百万円および賞与24百万円を  

含んでおります。 

２．上記の報酬等には、当期中に退任された取締役および監査役の報酬等を含んでおります。 

３．取締役の報酬額は、平成３年６月27日開催の第29回定時株主総会において月額1,500万円以内（使用人兼

務取締役の使用人分の給与および賞与を含まない）、監査役の報酬額は、平成６年６月29日開催の第32回

定時株主総会において月額350万円以内と承認決議をいただいております。 

４．上記のほか、退任された取締役５名に対し89百万円の退職慰労金を支払っております。 

Ⅳ．監査報酬の内容 

 監査契約に基づく監査証明に係る報酬 23百万円 

 上記以外の報酬            4百万円 

Ⅴ．当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）について 

 当社は、平成18年6月23日開催の定時株主総会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上さ

せることを目的として、株主総会の決議により当社株式の大規模買付行為に関する対応策の基本方針（以下、「本基

本方針」といいます。）を決定することができることを内容とする定款変更議案及び変更された定款に基づき本基本

方針の内容を決定するための議案が承認されたことに基づき、同日開催の取締役会において、本基本方針に基づく具

体的な対応策（以下、「本プラン」といいます。）を決定しました。 

 当社は、平成17年4月に、平成19年度までの3ヵ年の中期経営計画を策定し、企業価値ひいては株主共同の利益を確

保・向上させることを図っております。他方、近時、わが国の資本市場においては、新しい法制度の整備や企業構

造・企業文化の変化等を背景として、対象となる会社の経営陣と十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、突如

として大量の株式の買付を強行するといった動きが顕在化しつつあります。もとより、当社は、株式の大量買付であ

っても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありませ

ん。 

 しかしながら、株式の大量買付の中には、当社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

とくに、当社は上記中期経営計画のもとで、お客様との間で長期的な信頼関係・取引関係を確立し、安定的に長期的

なサービスを提供できる開発・技術体制、人材体制、設備体制、管理体制、セキュリティ体制及び財務体制の実現を

図り、もって企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させていくことに邁進しておりますが、これらが当社の

株式の買付を行う者により、十分に、理解され、中長期的に確保され、向上させられなければ、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益は毀損されることになります。 

 こうした事情に鑑み、当社は、当社株式に対する買付が行われた際に、買付に応じるべきか否かを当社株主が判断

し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し、当社株主のために買付者と交渉を

行うこと等を可能とし、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する買付行為を抑止できる体制を整えるため、

本プランを導入致しました。 

 本プランは、当社株式に対する買付を行う者が遵守すべき手続きがあること及び当社が差別的行使条件付新株予約

権の無償割当てを実施することがあり得ることを事前に警告することをもって、当社の買収防衛策（平時の買収防衛

策）とするものです。 

 当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付若しくは公開買付けに係る株

券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け又はその提案（以

下、併せて「買付等」といいます。）を行う者（以下、併せて「買付者等」といいます。）は、買付等の実行に先立

ち、当社に対して、買付内容の検討に必要な情報及び本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した買

付説明書を提出しなければならないものとします。 

 当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に提供します。独立委員会は、買付者等

から提出された情報が不十分と判断した場合には、買付者等に対して追加情報の提出を求めることができ、また、当

社取締役会に対しても一定の情報・資料等の提示を求めることができます。独立委員会は、かかる情報・資料を受領

した後、原則として最長60日間（但し、延長される場合があります。）、買付者等の買付等の内容の検討、当社取締

役会による代替案の検討及び買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等を行います。ま

た、独立委員会は、必要があれば、買付者等との協議・交渉、株主に対する当社の代替案の提示を、直接又は間接に



行います。 

 独立委員会は、買付者等が本プランに定める手続を遵守しなかった場合、又は買付者等及び当社取締役会から提供

された情報・資料の評価、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等との協議交渉の結果、買付者等による買付等が

下記「本新株予約権の無償割当ての要件」のいずれかに該当し本新株予約権の無償割当てを実施することが相当であ

ると判断した場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。また、独

立委員会は、買付者等による買付等が下記要件のいずれにも該当しないと判断した等の場合には、当社取締役会に対

して、本新株予約権の無償割当てを実施しないことを勧告します。これを受けて、当社取締役会は、独立委員会の勧

告を最大限尊重し、本新株予約権の無償割当てを実施するか否かを最終的に速やかに決定することとなります。 

 ＜本新株予約権の無償割当ての要件＞ 

(a) 本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合 

(b) 下記に掲げる行為その他これに類似する行為により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすおそれのある買付等である場合 

① 株式等を買い占め、その株式等につき当社に対して高値で買取りを要求する行為 

② 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に買付者等の利益を

実現する経営を行うような行為 

③ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為 

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利益をもっ

て、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り抜ける行為 

(c) 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を株主に対して不利に

設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うことをいいます。）等株主に株式の売却を事実上

強要するおそれのある買付等である場合 

(d) 当社に、当該買付等に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えることなく行われる買付等であ

る場合 

(e) 当社株主に対して、本必要情報その他買付等の内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提供す

ることなく行われる買付等である場合 

(f) 買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買付等の実行の蓋然性、買付等の後

における当社の従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者の処遇方針等を含みます。）が当社の本源的価

値に鑑み不十分又は不適当な買付等である場合 

(g) 買付者等による買付等の後の経営方針又は事業計画の内容が不十分又は不適当であるため、当社における企業価

値の源泉である、当社と顧客との間の継続的な信頼関係もしくは取引関係又は当社による顧客に対する安定的かつ長

期的なサービスの提供に重大な支障をきたすおそれのある買付等である場合 

 当社取締役会が、本新株予約権の無償割当てを実施する決定を行った場合、当社は、当社取締役会が定める割当期

日における当社以外の全株主に対し、その保有株式1株につき2個を上限として当社取締役会が別途定める割合で本新

株予約権を割り当てます。本新株予約権1個当たりの目的である株式の数は別途調整がない限り1株となります。本新

株予約権には、当該買付者等による権利行使は認められないという行使条件と、当社が当該買付者等以外の者から当

社株式と引換えに本新株予約権を取得することができる旨の取得条件が付されます。買付者等以外の当社株主は、割

り当てられた本新株予約権を行使して1株当たり1円（もしくは当社株式1株の時価の2分の1の金額を超えない範囲

で、当社取締役会が定める価額）の行使価額を払い込んだ場合、又は当社が本新株予約権の取得と引換えに買付者等

以外の当社株主に対して当社株式を交付した場合、当社株式を取得することになります。 

 上記のとおり、本プランの発動等の運用に際して当社取締役会の恣意的判断を排除し、実質的な判断が客観的に行

われることが確保されるために独立委員会を設置しております。独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独

立している、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役又は(iii)社外の有識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、

弁護士、公認会計士又は学識経験者等）から選任され、独立委員会の委員は、現在、当社社外監査役の増山晴英、当

社社外監査役の角田大憲及び社外の有識者として村尾信尚の3名です。 

 なお、本プランの有効期間は、本基本方針の有効期間と同様に、平成18年6月23日開催の定時株主総会終了後3年以

内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。但し、かかる有効期間の満

了前であっても、当社の株主総会において本基本方針を変更又は廃止する旨の決議が行われた場合には、本プラン

は、速やかに変更後の基本方針に従うよう変更又は廃止されるものとします。また、当社の株主総会で選任された取

締役で構成される取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止され

るものとします。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16

年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表

について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

〔資産の部〕        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   10,683   10,299  

２．受取手形及び売掛金    8,565   9,454  

３．たな卸資産   2,739   2,315  

４．前払費用   358   413  

５．繰延税金資産   1,311   1,482  

６．預け金   5,000   5,000  

７．その他   1,475   209  

８．貸倒引当金   △29   △50  

（流動資産合計）   30,103 43.2  29,126 44.1 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1)建物及び構築物 ※２ 17,132   17,676   

減価償却累計額  △7,038 10,094  △7,695 9,981  

(2)工具器具及び備品  4,907   4,834   

減価償却累計額  △3,531 1,375  △3,334 1,500  

(3)土地 ※２  11,322   11,322  

（有形固定資産合計）   22,793 32.7  22,804 34.6 

２．無形固定資産        

(1)ソフトウェア   7,629   5,027  

(2)その他   69   74  

（無形固定資産合計）   7,698 11.0  5,101 7.7 

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券 ※１  3,875   911  

(2)長期前払費用   554   636  

(3)繰延税金資産   3,435   5,956  

(4)長期性預金   ―   200  

(5)その他   1,306   1,291  

(6)貸倒引当金   △14   △3  

（投資その他の資産合計）   9,156 13.1  8,991 13.6 

（固定資産合計）   39,648 56.8  36,898 55.9 

資産合計   69,752 100.0  66,024 100.0 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

〔負債の部〕        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   2,160   2,449  

２．短期借入金   120   120  

３．１年以内返済予定の長
期借入金 

※２  93   66  

４．未払費用   1,064   1,150  

５．未払法人税等   251   296  

６．未払消費税等   49   193  

７．前受金   204   249  

８．賞与引当金   1,095   1,113  

９．その他   704   711  

（流動負債合計）   5,743 8.2  6,351 9.6 

Ⅱ 固定負債        

１．社債    ―   50  

２．長期借入金 ※２  210   39  

３．退職給付引当金   6,697   6,969  

４．役員退職慰労引当金   346   301  

５．その他   527   560  

（固定負債合計）   7,782 11.2  7,922 12.0 

負債合計   13,525 19.4  14,273 21.6 

〔少数株主持分〕        

Ⅰ 少数株主持分   125 0.2  168 0.3 

〔資本の部〕        

Ⅰ 資本金 ※３  31,457 45.1  31,457 47.6 

Ⅱ 資本剰余金   26,237 37.6  26,237 39.7 

Ⅲ 利益剰余金   3,142 4.5  △324 △0.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  524 0.7  148 0.2 

Ⅴ 自己株式 ※４  △5,260 △7.5  △5,937 △9.0 

資本合計   56,101 80.4  51,582 78.1 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  69,752 100.0  66,024 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   37,363 100.0  38,044 100.0 

Ⅱ 売上原価   32,991 88.3  35,224 92.6 

売上総利益   4,372 11.7  2,819 7.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 4,779 12.8  4,755 12.5 

営業損失   406 △1.1  1,935 △5.1 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  8   164   

２．受取配当金  31   61   

３．不動産賃貸収入  44   36   

４．その他  25 110 0.3 39 302 0.8 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  12   6   

２．出資金運用費用  42   22   

３．持分法による投資損失  ―   38   

４．不動産賃貸費用  66   64   

５．固定資産維持費用  ―   72   

６．その他  11 133 0.3 11 215 0.6 

経常損失   429 △1.1  1,848 △4.9 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※４ 58   ―   

２．投資有価証券売却益  881   1,006   

３．貸倒引当金戻入益  5   0   

４．その他  6 953 2.5 11 1,018 2.7 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 43   68   

２．投資有価証券売却損  371   24   

３．投資有価証券評価損  109   65   

４．会員権評価損  42   6   

５．退職給付会計基準変更
時差異 

 665   ―   

６．減損損失 ※５ 1,445   ―   

７．ソフトウェア除却損   543   2,097   

８．たな卸資産処分損   ―   2,110   

９．連結調整勘定一括償却
額 

  421   ―   

10．その他  13 3,656 9.8 56 4,429 11.6 

税金等調整前当期純損
失 

  3,132 △8.4  5,259 △13.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 416   402   

法人税等調整額  △1,488 △1,072 △2.9 △2,434 △2,032 △5.3 

少数株主利益（△損
失） 

  19 0.1  △5 △0.0 

当期純損失   2,079 △5.6  3,221 △8.5 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    26,239   26,237 

Ⅱ 資本剰余金減少高      

１．自己株式処分差損  1 1 ― ― 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   26,237  26,237

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    5,722   3,142 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

１．当期純損失  2,079  3,221  

２．配当金  482  233  

３．役員賞与  18 2,580 11 3,466 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   3,142  △324 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

   

税金等調整前当期純損失  △3,132 △5,259 

減価償却費  3,755 4,241 

賞与引当金の増減額  17 △8 

退職給付引当金の増減額  375 266 

役員退職慰労引当金の増減
額 

 87 △76 

受取利息及び配当金  △40 △226 

支払利息  12 6 

持分法による投資損失  ― 38 

出資金運用費用  42 22 

投資有価証券売却損益  △509 △982 

固定資産除却損  43 68 

投資有価証券評価損  109 65 

会員権評価損  42 6 

退職給付会計基準変更時差
異 

 665 ― 

減損損失  1,445 ― 

ソフトウェア除却損  543 2,097 

たな卸資産処分損  ― 2,110 

売上債権の増減額  4,763 △663 

たな卸資産の増減額  △1,349 △1,678 

その他の営業資産の増減額  △186 429 

仕入債務の増減額  △3,575 314 

その他の営業負債の増減額  △32 31 

役員賞与の支払額  △18 △11 

その他  176 497 

小計  3,237 1,289 

利息及び配当金の受取額  40 226 

利息の支払額  △12 △6 

法人税等の還付額  ― 216 

法人税等の支払額  △1,331 △372 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 1,933 1,353 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

   

定期預金の預入による純増
減額 

 △3 △21 

長期性預金預入による支出  ― △200 

長期性預金払戻による収入  500 ― 

有形固定資産の取得による
支出 

 △1,202 △1,124 

無形固定資産の取得による
支出 

 △4,826 △2,644 

長期前払費用の支出  △209 △321 

連結の範囲の変更を伴う子
会社株式の取得による支出 

 △205 △100 

投資有価証券の取得による
支出 

 ― △154 

投資有価証券の売却による
収入 

 5,737 3,788 

出資金の売却による収入  11 ― 

貸付金の純増減額  △15 0 

その他  △29 80 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △243 △696 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

   

社債発行による収入  ― 50 

長期借入金の返済による支
出 

 △97 △198 

配当金の支払額  △483 △235 

自己株式（金庫株）買取に
よる支出 

 △2,196 △677 

ストックオプションの行使
による収入 

 14 0 

その他  △1 △1 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △2,764 △1,062 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 △0 ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △1,074 △405 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 16,650 15,575 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残
高 

※１ 15,575 15,170 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社８社はすべて連結されておりま

す。 

 連結子会社名は㈱ＫＤＳ、㈱エス・イ

ー・エィ、㈱アイ・エス・エス、㈱シ

ー・オー・シー、㈱ＩＮＰＭ、㈱ＤＡＣ

Ｓ、㈱ＤＡＩＣＯＭ、㈱ＳＫサポートサ

ービス（平成16年10月20日に日立ソフト

サービス㈱から社名変更いたしまし

た。）であります。 

 ㈱ＳＫサポートサービスについては、

当連結会計年度において新たに株式を取

得したことにより当連結会計年度より連

結の範囲に含めることといたしました。 

 ㈱ＤＡＣＳは大和銀総合システム㈱

が、㈱ＤＡＩＣＯＭは大和銀コンピュー

タサービス㈱が、それぞれ平成16年７月

１日に社名変更したものであります。 

 ㈱ＤＡＩＣＯＭは、平成17年４月１日

に㈱ＤＡＣＳに吸収合併されました。 

 子会社８社はすべて連結されておりま

す。 

 連結子会社名は㈱ＫＤＳ、㈱エス・イ

ー・エィ、㈱アイ・エス・エス、㈱シ

ー・オー・シー、㈱ＩＮＰＭ、㈱ＤＡＣ

Ｓ、㈱ＳＫサポートサービス、新日本シ

ステム・サービス㈱であります。 

 新日本システム・サービス㈱について

は、当連結会計年度において新たに株式

を取得したことにより当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めることといたしまし

た。 

 ㈱ＤＡＩＣＯＭは、平成17年４月１日

に㈱ＤＡＣＳに吸収合併されたため、連

結の範囲から除いております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法適用の関連会社はありません。 

 関連会社 ㈱東京海上日動コミュニケー

ションズ（平成16年10月１日㈱トリニテ

ィ・コンサルタントから社名変更いたし

ました。）に対する投資額については、

当期純損益及び利益剰余金等のうち持分

に見合う額の合計額が、当社の当期純損

益、連結子会社の当期純損益及び利益剰

余金等のうち持分に見合う額の合計額に

対し、いずれも重要性が乏しいため持分

法を適用せず、原価法により評価してお

ります。 

 持分法を適用した関連会社は１社、エ

ム・シー・エス㈱であります。エム・シ

ー・エス㈱については、当連結会計年度

において新たに株式を取得したことによ

り当連結会計年度より持分法を適用して

おります。 

 関連会社 ㈱東京海上日動コミュニケー

ションズに対する投資額については、当

期純損益及び利益剰余金等のうち持分に

見合う額の合計額が、当社の当期純損

益、連結子会社の当期純損益及び利益剰

余金等のうち持分に見合う額の合計額に

対し、いずれも重要性が乏しいため持分

法を適用せず、原価法により評価してお

ります。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

 仕掛品 個別法による原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

仕掛品 同左 

貯蔵品 同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

ａ．総合研究所・赤坂本社事務所・高

津事業所・幕張事業所の建物及び

子会社の建物の一部 

定額法 

① 有形固定資産 

ａ．総合研究所・赤坂本社事務所・高

津事業所・幕張事業所の建物及び

子会社の建物の一部 

同左 

 ｂ．その他の有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

ｂ．その他の有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 ５～63年 

工具器具及び備品 ４～20年 

 

 ② 無形固定資産 

ａ．自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

② 無形固定資産 

ａ．自社利用のソフトウェア 

同左 

 ｂ．市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売本数に基づく償却額と

残存有効期間に基づく均等配分額

のいずれか大きい額。 

 見込有効期間は３年以内であり

ます。 

ｂ．市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 ｃ．その他の無形固定資産 

定額法 

ｃ．その他の無形固定資産 

同左 

 ③ 少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却 

③ 少額減価償却資産 

同左 

 ④ 長期前払費用 

定額法 

④ 長期前払費用 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備えるため、

翌期の賞与支給見込額のうち当期に帰

属する部分の金額（実際支給見込基

準）を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度において発生していると認

められる額を計上しております。な

お、会計基準変更時差異（3,325百万

円）については、５年による按分額

を、特別損失として処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により、

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとしてお

ります。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務  

及び年金資産の見込額に基づき、当連  

結会計年度において発生していると認  

められる額を計上しております。    

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により、

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとしてお

ります。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、10年

間の均等償却を行っております。また発

生金額が僅少な場合は発生年度に全額償

却しております。 

 同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成されておりま

す。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了

する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当連結会計年度から同会計

基準及び同適用指針を適用しております。これにより

税金等調整前当期純損失は1,445百万円増加しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

──────  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となること及び「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付けで改正されたことに伴い、当連結

会計年度から投資事業有限責任組合及びこれに類する

組合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）を投資有価証券として表示する

方法に変更いたしました。 

 なお、当連結会計年度の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の金額は2,470百万円であり、前連結会計年

度における固定資産「出資金」に含まれる当該金額は

1,450百万円であります。 

──────  



追加情報 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日より外形標準課税が導入されたことに伴い、

当連結会計年度から「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会平成16年２月13日実務対応

報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及び資

本割174百万円を販売費及び一般管理費として処理して

います。 

 この結果、販売費及び一般管理費は174百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

は同額減少しております。 

──────  

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 関連会社に対する主な資産・負債は次のとおりで

あります。 

※１ 関連会社に対する主な資産・負債は次のとおりで

あります。 

固定資産：投資有価証券 24百万円 固定資産：投資有価証券 141百万円 

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

建物及び構築物 126百万円 

土地 150  

合計 276 

建物及び構築物 124百万円 

土地 150  

合計 274 

 上記物件について、１年以内返済予定の長期借入

金60百万円、長期借入金195百万円の担保に供してお

ります。 

 上記物件について、１年以内返済予定の長期借入

金60百万円、長期借入金30百万円の担保に供してお

ります。 

※３ 当社の発行済株式総数は普通株式51,895,753株で

あります。 

※３ 当社の発行済株式総数は普通株式51,895,753株で

あります。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

5,275,296株であります。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

6,007,661株であります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。 

給与・賞与・手当 1,983百万円 

賞与引当金繰入額 176 

退職給付費用 128 

福利厚生費 324 

研究開発費 209 

営業支援費 359 

給与・賞与・手当 2,098百万円 

賞与引当金繰入額 163 

退職給付費用 130 

福利厚生費 348 

研究開発費 193 

営業支援費 206 

※２ 研究開発費の総額           209百万円 ※２ 研究開発費の総額           193百万円 

 当期製造費用に含まれている研究開発費はありま

せん。 

 当期製造費用に含まれている研究開発費はありま

せん。 

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 20百万円 

工具器具及び備品 22 

計 43 

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 3百万円 

工具器具及び備品 65 

計 68 

  

※４ 固定資産売却益の内訳 

土地 58百万円 

工具器具及び備品 0 

計 58 

※４       ────── 

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、将来の事業に対する用

途が定まっておらず、遊休状態となっている下記資

産につき、帳簿価額を正味売却価額まで減損し、当

該減少額を減損損失（土地1,443百万円 建物2百万

円）として特別損失に計上しております。 

 

 土地     山梨県北杜市 

 土地     神奈川県横浜市 

 土地     群馬県吾妻郡 

 土地・建物  神奈川県横浜市 

 土地・建物  福島県岩瀬郡 

  

 なお、正味売却価額は不動産鑑定士による不動産

鑑定評価額に、処分費用見込額を控除した額によっ

ております。 

※５       ────── 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

（百万円） 

（平成18年３月31日現在） 

（百万円） 

現金及び預金勘定 10,683 

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金等 
△108 

預け金 5,000 

現金及び現金同等物 15,575 

現金及び預金勘定 10,299 

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金等 
△129 

預け金 5,000 

現金及び現金同等物 15,170 

 ２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

日立ソフトサービス(株) 

           （平成16年９月30日現在） 

                  （百万円） 

 ２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

新日本システム・サービス(株) 

           （平成17年９月30日現在） 

                  （百万円） 

 なお、日立ソフトサービス(株)は平成16年10月20

日(株)ＳＫサポートサービスに社名変更いたしまし

た。 

流動資産 289 

固定資産 22 

連結調整勘定 201 

流動負債 △208 

固定負債 △22 

日立ソフトサービス(株)の取得

価額 
282 

日立ソフトサービス(株)の現金

及び現金同等物 
△76 

差引：日立ソフトサービス(株)

取得のための支出 
205 

流動資産 634 

固定資産 129 

連結調整勘定 26 

流動負債 △215 

固定負債 △36 

少数株主持分 △51 

新日本システム・サービス(株)

の取得価額 
486 

新日本システム・サービス(株)

の現金及び現金同等物 
△386 

差引：新日本システム・サービ

ス(株)取得のための支出 
100 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．借主側 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具及び
備品 

7,726 3,908 3,818 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具及び
備品 

9,118 5,266 3,851 

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,450百万円 

１年超 2,560 

合計 4,010 

１年内 1,409百万円 

１年超 2,630 

合計 4,040 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 1,566百万円 

減価償却費相当額 1,493 

支払利息相当額 56 

支払リース料 1,714百万円 

減価償却費相当額 1,637 

支払利息相当額 61 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．貸主側 

（1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

２．貸主側 

（1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

工具器具及び
備品 

11 9 1 

ソフトウェア 4 2 1 

合計 15 12 3 

 
取得価額 
（百万円）

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

工具器具及び
備品 

0 0 0 

ソフトウェア 4 3 0 

合計 5 4 0 

 



（有価証券関係） 

１．売買目的有価証券 

 該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3百万円 

１年超 2 

合計 6 

１年内 2百万円 

１年超 0 

合計 2 

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経

過リース料期末残高及び見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法によっております。

（注） 

同左 

（3）受取リース料及び減価償却費 （3）受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 6百万円 

減価償却費 1 

受取リース料 3百万円 

減価償却費 1 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

 (1）株式 611 676 64 222 471 249 

 (2）債券       

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

 (3）その他 1,535 2,372 836 160 161 1 

 小計 2,147 3,049 901 382 633 250 

 (1）株式 63 47 △16 － － － 

 (2）債券       

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

 (3）その他 101 98 △2 － － － 

 小計 164 146 △18 － － － 

合計 2,312 3,195 882 382 633 250 



４．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

５．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

６．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日） 

 当社グループではデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および連結子会社のうち５社は、退職一時金制度を設けております。また、適格退職年金制度を当社お

よび連結子会社のうち２社で導入しております。 

 連結子会社における退職給付債務の算定については、簡便法を採用しております。また、従業員の退職等に

際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があ

ります。 

 連結子会社のうち１社は、厚生年金基金に加入しております。同厚生年金基金は総合設立型であるため、退

職給付債務の算定にあたっては退職給付に係る会計基準注解12に基づき、要拠出額を退職給付費用として処理

することとしております。同基金に拠出した年金資産残高は、当連結会計年度末1,229百万円であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

8,066 881 371 1,882 1,006 24 

 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 655 140 

 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

（1）債券         

その他 － － － － － － － － 

（2）その他 － 2,470 － － － 161 － － 

合計 － 2,470 － － － 161 － － 



２．退職給付債務及びその内訳 

（注）子会社の退職給付債務の算定にあたっては、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1) 退職給付債務（百万円） △8,728 △8,797 

(2) 年金資産（百万円） 1,887 1,701 

(3) 未積立退職給付債務（1）＋（2）（百万円） △6,840 △7,095 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額（百万円） － － 

(5) 未認識数理計算上の差異（百万円） 493 454 

(6) 未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） － － 

(7) 
連結貸借対照表計上額純額（3）＋（4）＋（5）＋

（6）（百万円） 
△6,347 △6,641 

(8) 前払年金費用（百万円） 350 328 

(9) 退職給付引当金（7）－（8）（百万円） △6,697 △6,969 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付費用 （百万円） 1,374 742 

（1）勤務費用（百万円） 527 509 

（2）利息費用（百万円） 171 192 

（3）期待運用収益（減算）（百万円） △11 △18 

（4）会計基準変更時差異の費用処理額（百万円） 665 － 

（5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 21 59 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

（1）割引率（％） 2.5 2.5 

（2）期待運用収益率（％） 1.0 1.4 

（3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

（4）過去勤務債務の処理年数（年） － － 

（5）数理計算上の差異の処理年数（年） 10 10 

（6）会計基準変更時差異の処理年数（年） ５ － 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

繰延税金資産（流動）    

仕掛品評価減否認 －  97 

賞与引当金限度超過額 445  453 

未払事業税 25  44 

土地 373  373 

繰越欠損金 351  406 

その他 115  119 

 小計 1,311  1,494 

評価性引当金 －  △11 

 1,311  1,482 

繰延税金資産（固定）    

役員退職慰労引当金 209  204 

投資その他の資産評価損累計否認額 259  47 

退職給与引当金限度超過額 2,599  2,808 

繰越欠損金 162  1,989 

その他有価証券評価差額金 0  － 

土地 482  482 

その他 417  831 

小計 4,131  6,363 

評価性引当金 △136  △184 

 3,994  6,179 

繰延税金負債（固定）    

前払年金費用 △128  △119 

プログラム等準備金 △73  － 

その他有価証券評価差額金 △357  △101 

その他 －  △1 

 △558  △223 

繰延税金資産（負債）の純額    

繰延税金資産（流動） 1,311  1,482 

繰延税金資産（固定） 3,435  5,956 

 4,747  7,438 



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  （単位：％）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

法定実効税率 40.6  40.6 

（調整）    

住民税均等割 △1.1  △0.7 

交際費等永久に損金に算入されない項目 △1.4  △0.8 

子会社株式評価損 1.7  － 

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目 
0.8  0.8 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修

正 
－  － 

連結調整勘定償却額 △5.8  － 

持分法投資損益 －  △0.3 

その他 △0.6  △1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.2  38.6 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、当連結グループの情報サービス業の売上高、営業損失及び資産

の金額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略

しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支

店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 議決権等の被所有割合の間接は、日立ソフトウェアエンジニアリング㈱であります。 

（注）１.取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の寄託の利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。 

２.上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、預け金以外の期末残高には消費税等を含んでおりま

す。 

 当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 議決権等の被所有割合の間接は、日立ソフトウェアエンジニアリング㈱であります。 

（注）１.取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の寄託の利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。 

２.上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、預け金以外の期末残高には消費税等を含んでおりま

す。 

属性 
会社等の 
名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
(百万円) 

事業の 
内容 
又は 
職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事業上の
関係 

その他の

関係会社 

日立ソフ

トウェア

エンジニ

アリング

(株) 

東京都 

品川区 
34,182 

ソフトウ

ェアの開

発・販売 

(被所有)

直接22.8

兼任 

１人 

システム

提供サー

ビス、情

報機器等

の仕入 

システム

提供サー

ビス他 

571 売掛金 44 

その他の

関係会社

の親会社 

(株)日立

製作所 

東京都 

千代田区 
282,033 

電気機械

器具の製

造・販売 

(被所有)

間接22.8

兼任 

１人 

情報機器

等の仕入 

資金の

寄託 

5,000 

4 

預け金 

受取利息 

5,000 

－ 

属性 
会社等の 
名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
(百万円) 

事業の 
内容 
又は 
職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
事業上の
関係 

その他の

関係会社 

日立ソフ

トウェア

エンジニ

アリング

(株) 

東京都 

品川区 
34,182 

ソフトウ

ェアの開

発・販売 

(被所有)

直接23.1

兼任 

２人 

システム

提供サー

ビス、情

報機器等

の仕入 

システム

提供サー

ビス他 

245 売掛金 43 

その他の

関係会社

の親会社 

(株)日立

製作所 

東京都 

千代田区 
282,033 

電気機械

器具の製

造・販売 

(被所有)

間接23.1

兼任 

１人 

情報機器

等の仕入 

資金の

寄託 

5,000 

5 

預け金 

受取利息 

5,000 

－ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,203.18円 

１株当たり当期純損失金額 43.84円 

同左 

１株当たり純資産額 1,123.81円 

１株当たり当期純損失金額 69.74円 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純損失金額     

当期純損失（百万円） 2,079 3,221 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 8 13 

（うち利益処分による役員賞与金） (8) (13) 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 2,088 3,234 

期中平均株式数（千株） 47,630 46,382 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権３種類（新株予約権の

数1,894個）及び旧商法第210条ノ

２の規定に基づく自己株式取得方

式によるストックオプション２種

類（目的となる株式の数217,000

株） 

新株予約権４種類（新株予約権の

数2,648個）及び旧商法第210条ノ

２の規定に基づく自己株式取得方

式によるストックオプション１種

類（目的となる株式の数75,000

株） 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

   （注）１．（）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

株式会社エス・イ   

ー・エイ 
 第１回無担保社債 

 平成年月日 

 17.11.10 
－ 

50 

(10)
0.62  なし 

 平成年月日 

 20.11.10 

合計 － － － 
50 

(10)
－ － － 

２. 連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。  

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

10 20 20 － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 120 120 1.07 － 

１年以内返済予定の長期借入金 93 66 1.95 － 

長期借入金 

（１年以内返済予定のものを除く） 
210 39 1.98 平成19年～22年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 423 225 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 34 4 1 － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第43期 

（平成17年３月31日） 
第44期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

〔資産の部〕        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   8,649   7,616  

２．受取手形   53   163  

３．売掛金 ※２  7,371   8,088  

４．仕掛品   2,599   2,110  

５．貯蔵品   55   58  

６．前払費用   278   339  

７．繰延税金資産   804   973  

８．預け金 ※２  5,000   5,000  

９．その他   1,520   243  

10．貸倒引当金   △28   △45  

（流動資産合計）   26,304 39.4  24,546 39.3 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

（1）建物  15,483   15,858   

減価償却累計額  6,263 9,219  6,741 9,117  

（2）構築物  255   256   

減価償却累計額  180 75  185 70  

（3）工具器具及び備品  4,389   4,213   

減価償却累計額  3,148 1,240  2,827 1,385  

（4）土地   10,507   10,507  

（有形固定資産合計）   21,043 31.6  21,081 33.7 

２．無形固定資産        

（1）電話加入権   22   22  

（2）電信電話専用施設利
用権 

  23   17  

（3）ソフトウェア   7,499   4,939  

（4）その他   1   3  

（無形固定資産合計）   7,546 11.3  4,982 8.0 

 



  
第43期 

（平成17年３月31日） 
第44期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産        

（1）投資有価証券   3,812   727  

（2）関係会社株式   2,337   2,975  

（3）破産更生債権等   0   3  

（4）長期前払費用   543   636  

（5）繰延税金資産   3,079   5,613  

（6）敷金及び保証金 ※２  1,230   1,150  

（7）長期貸付金   138   54  

（8）施設利用会員権   127   118  

 （9）その他   567   571  

 （10）貸倒引当金   △14   △3  

（投資その他の資産合計）   11,822 17.7  11,848 19.0 

（固定資産合計）   40,412 60.6  37,912 60.7 

資産合計   66,716 100.0  62,459 100.0 

        

〔負債の部〕        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※２  1,910   2,080  

２．未払金   377   377  

３．未払費用 ※２  978   986  

４．未払法人税等   14   59  

５．未払消費税等   －   134  

６．前受金   106   162  

７．預り金   198   197  

８．賞与引当金   869   850  

９．その他   38   40  

（流動負債合計）   4,492 6.7  4,891 7.9 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   6,241   6,553  

２．役員退職慰労引当金   278   198  

３．その他   165   199  

（固定負債合計）   6,685 10.0  6,951 11.1 

負債合計   11,177 16.7  11,842 19.0 

 



  
第43期 

（平成17年３月31日） 
第44期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

〔資本の部〕        

Ⅰ 資本金 ※１  31,457 47.2  31,457 50.3 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  23,239   7,864   

２．その他資本剰余金        

 資本準備金減少差益  2,998   18,373   

資本剰余金合計   26,237 39.3  26,237 42.0 

Ⅲ 利益剰余金        

１．任意積立金        

(1) プログラム等準備金  106   106   

(2) 特別償却準備金  20   －   

(3) 別途積立金  1,500   1,500   

２．当期未処分利益または 
  当期未処理損失（△） 

 954   △2,893   

利益剰余金合計   2,581 3.9  △1,286 △2.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  522 0.8  144 0.2 

Ⅴ 自己株式 ※３  △5,260 △7.9  △5,937 △9.5 

資本合計   55,539 83.3  50,616 81.0 

負債・資本合計   66,716 100.0  62,459 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第43期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．情報処理・通信サービ
ス 

 8,799   11,560   

２．ソフトウェア開発  8,617   10,003   

３．システム提供サービス  8,018   7,625   

４．その他システム関連サ
ービス 

 4,758 30,194 100.0 1,114 30,302 100.0 

Ⅱ 売上原価   27,603 91.4  29,456 97.2 

売上総利益   2,590 8.6  846 2.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  83   79   

２．給与・賞与・手当  1,319   1,319   

３．賞与引当金繰入額  151   147   

４．退職給付費用  110   123   

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

 80   77   

６．退職年金掛金  1   0   

７．福利厚生費  244   251   

８．旅費交通費  117   103   

９．運搬費  41   38   

10．水道光熱費  13   26   

11．賃借料  65   56   

12．減価償却費  126   164   

13．研究開発費 ※１ 190   169   

14．事務電算処理費  48   31   

15．営業支援費  359   206   

16．無償対応費  1   0   

17．瑕疵修理・無償保守費  130   72   

18．貸倒引当金繰入額  －   20   

19．その他  851 3,938 13.0 868 3,758 12.4 

営業損失   1,348 △4.4  2,911 △9.6 

 



  
第43期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  7   6   

２．有価証券利息  2   158   

３．受取配当金  104   138   

４．不動産賃貸収入 ※３ 91   87   

５．雑収入  14 219 0.7 28 420 1.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．出資金運用費用  42   22   

２．不動産賃貸費用 ※３ 66 64   

３．固定資産維持費用   － 72   

４．雑損失  10 119 0.4 5 164 0.6 

経常損失   1,247 △4.1  2,656 △8.8 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益  ※４ 58   －   

２．投資有価証券売却益  881   1,006   

３．貸倒引当金戻入益  5   －   

４．その他  5 951 3.2 10 1,017 3.4 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 29   63   

２．投資有価証券売却損  371   24   

３．投資有価証券評価損  109   65   

４．関係会社株式評価損  128   －   

５．会員権評価損  42   6   

６．退職給付会計基準変更
時差異 

 630   －   

７．減損損失 ※５ 1,445   －   

８．ソフトウェア除却損   543   2,097   

９．たな卸資産処分損   －   2,110   

10．その他  8 3,309 11.0 46 4,414 14.6 

税引前当期純損失   3,605 △11.9  6,053 △20.0 

法人税、住民税及び事
業税 

 22   26   

法人税等調整額  △1,436 △1,414 △4.7 △2,444 △2,418 △8.0 

当期純損失   2,191 △7.2  3,635 △12.0 

前期繰越利益   3,384   742  

中間配当額   238   －  

当期未処分利益または
当期未処理損失（△） 

  954   △2,893  

        



製造原価（売上原価）明細書 

 （注） 

  
第43期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費 ※１  10,261 32.3  10,471 33.6 

Ⅱ 外注費   9,798 30.9  11,086 35.6 

Ⅲ 機器材料費   4,508 14.2  2,068 6.6 

Ⅳ 経費        

１．機械賃借料  3,607   3,698   

２．減価償却費  918   1,068   

３．その他  2,652 7,178 22.6 2,776 7,544 24.2 

当期総製造費用   31,747 100.0  31,170 100.0 

期首仕掛品   1,191   2,599  

計   32,938   33,770  

他勘定振替高 ※２  5,262   4,961  

期末仕掛品   2,599   2,110  

ソフトウェア償却高   2,526   2,757  

当期製品製造原価   27,603   29,456  

        

第43期 第44期 

※１．労務費には次の費目が含まれております。 ※１．労務費には次の費目が含まれております。 

賞与引当金繰入額 717百万円 

退職給付費用 522 

賞与引当金繰入額 702百万円 

退職給付費用 606 

※２．他勘定振替高の内容は次の通りであります。 ※２．他勘定振替高の内容は次の通りであります。 

固定資産    

ソフトウェア 4,640 

販売費及び一般管理費   

研究開発費 80 

営業支援費 359 

無償対応費 1 

瑕疵修理費・無償保守費 130 

その他 49 

    

計 5,262 

固定資産    

ソフトウェア 2,411 

販売費及び一般管理費   

研究開発費 80 

営業支援費 206 

無償対応費 0 

瑕疵修理費・無償保守費 72 

特別損失 2,110 

その他 80 

計 4,961 

※３．原価計算の方法 

プロジェクト別個別原価計算 

※３．原価計算の方法 

            同左 

※４．当社では事業の性質上、原則として製品在庫を持

ちませんので「当期製品製造原価」は「売上原価」

と一致します。従って損益計算書では「当期製品製

造原価」の表示はおこなわず「売上原価」として表

示しております。 

※４．         同左 



③【利益処分計算書及び損失処理計算書】 

 利益処分計算書 損失処理計算書  

  
第43期 

（株主総会承認日 
平成17年６月23日）

  
第44期 

（株主総会承認日 
平成18年６月23日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

     （当期未処理損失の処理）    

Ⅰ 当期未処分利益   954 Ⅰ 当期未処理損失   2,893 

Ⅱ 任意積立金取崩額    Ⅱ 損失処理額    

１．特別償却準備金 
  取崩高 

 20 20 １．任意積立金取崩額    

合計   975 
 プログラム等 
  準備金取崩額 

 106  

Ⅲ 利益処分額     別途積立金取崩額  1,500  

１．配当金  233  
２．その他資本剰余金 
  からの振替額 

 1,286 2,893 

２．役員賞与金  －  Ⅲ 次期繰越損失   － 

（うち監査役賞与金）  (－)      

３．任意積立金        

（1）特別償却準備金  －      

（2）プログラム等準備金  － 233     

Ⅳ 次期繰越利益   742     

    （その他資本剰余金の処分）    

    Ⅰ その他資本剰余金   18,373

    Ⅱ その他資本剰余金処分額    

    １．利益剰余金への振替額  1,286 1,286

    
Ⅲ その他資本剰余金
  次期繰越額 

  17,086

        



重要な会計方針 

項目 
第43期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(2）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

 ② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

② 時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）仕掛品 

 個別法による原価法 

(1）仕掛品 

同左 

 (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

① 総合研究所・赤坂本社事務所・高

津事業所及び幕張事業所の建物 

 定額法 

(1）有形固定資産 

① 総合研究所・赤坂本社事務所・高

津事業所及び幕張事業所の建物 

同左 

 ② その他の有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物    ５～63年 

工具器具及び備品   ４～20年 

② その他の有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

① 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

① 自社利用のソフトウェア 

同左 

 ② 市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売本数に基づく償却額と残

存有効期間に基づく均等配分額のい

ずれか大きい額。 

 見込有効期間は３年以内でありま

す。 

② 市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 ③ その他の無形固定資産 

 定額法 

③ その他の無形固定資産 

同左 

 (3）少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、３年均等償却 

(3）少額減価償却資産 

同左 

 (4）長期前払費用 

 定額法 

(4）長期前払費用 

同左 

 



項目 
第43期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備えるため、

翌事業年度の賞与支給見込額のうち当

期に帰属する部分の金額（実際支給見

込基準）を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異（3,154百

万円）については、５年による按分額

を、特別損失として処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしておりま

す。 

  

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

  
第43期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る

財務諸表から適用できることになったことに伴い、当事業

年度から同会計基準及び同適用指針を適用しております。

これにより税引前当期純損失は1,445百万円増加しており

ます。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

────── 

第43期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となること及び「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報第14号）が平成17年２月

15日付けで改正されたことに伴い、当事業年度から投資

事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（証券

取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）

を投資有価証券として表示する方法に変更いたしまし

た。 

 なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当該

出資の金額は2,470百万円であり、前事業年度における固

定資産「出資金」に含まれる当該金額は1,450百万円であ

ります。 

（損益計算書） 

 当社の事業内容をよりよくご理解いただくため、当事

業年度より従来の4つの事業部門（情報処理・通信サービ

ス、ソフトウェア開発、システム提供サービス、その他

システム関連サービス）を一部変更しております。 

 「その他システム関連サービス」に含めておりました

ＦＭサービスと保守サービスにつきまして、前者を「情

報処理・通信サービス」へ、後者を「システム提供サー

ビス」に集計するよう変更いたしました。 

  なお、前事業年度の売上高を変更後の区分に組み替え

ますと、「情報処理・通信サービス」は10,741百万円、

「システム提供サービス」は9,926百万円、「その他シス

テム関連サービス」は908百万円となります。「ソフトウ

ェア開発」の売上高は変わりません。 

第43期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日より外形標準課税が導入されたことに伴い、当事業

年度から「法人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計

基準委員会平成16年２月13日実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税の付加価値割及び資本割155百万円を販売

費及び一般管理費として処理しています。 

 この結果、販売費及び一般管理費は155百万円増加し、

営業損失、経常損失及び税引前当期純損失は同額増加し

ております。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第43期（平成17年３月31日） 第44期（平成18年３月31日） 

※１．会社が発行する株式の総数   

普通株式 175,477,400株 

発行済株式総数   

普通株式 51,895,753株 

※１．会社が発行する株式の総数   

普通株式 175,477,400株 

発行済株式総数   

普通株式 51,895,753株 

 定款の定めにより、株式の消却が行われた場合に

は、これに相当する株式数を減ずることになってお

ります。 

 定款の定めにより、株式の消却が行われた場合に

は、これに相当する株式数を減ずることになってお

ります。 

※２．関係会社に係る注記 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

※２．関係会社に係る注記 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

流動資産   

売掛金 234百万円 

預け金 5,000 

固定資産   

敷金及び保証金 744 

流動負債   

買掛金 393 

未払費用 107 

流動資産   

売掛金 205百万円 

預け金 5,000 

固定資産   

敷金及び保証金 744 

流動負債   

買掛金 395 

未払費用 99 

※３．自己株式 

 当社の保有する自己株式の数は、普通株式 

5,275,296株であります。 

※３．自己株式 

 当社の保有する自己株式の数は、普通株式

6,007,661株であります。 

４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は522百万円で

あります。 

４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は144百万円で

あります。 



（損益計算書関係） 

第43期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．研究開発費の総額 190百万円 ※１．研究開発費の総額 169百万円 

 当期製造費用に含まれている研究開発費はありませ

ん。 

 当期製造費用に含まれている研究開発費はありませ

ん。 

※２．固定資産除却損の内訳は次の通りであります。 

 

 

固定資産除却損の内訳 

※２．固定資産除却損の内訳は次の通りであります。 

 

 

固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 13百万円 

工具器具及び備品 15 

計 29 

  

建物及び構築物 0百万円 

工具器具及び備品 63 

計 63 

  

※３．関係会社に係る注記 

 営業外収益の受取配当金104百万円の内74百万円

は、関係会社との取引により発生した収益でありま

す。 

 営業外収益の不動産賃貸収入91百万円の内48百万円

は、関係会社との取引により発生した収益でありま

す。 

 営業外費用の不動産賃貸費用66百万円の内45百万円

は、関係会社との取引により発生した費用でありま

す。 

  

 ※４．固定資産売却益は、土地58百万円であります。 

     

 ※５．減損損失 

 当事業年度において、将来の事業に対する用途が定

まっておらず、遊休状態となっている下記資産につ

き、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（土地1,443百万円、建物２百万円）とし

て特別損失に計上しております。 

 なお、正味売却価額は不動産鑑定士による不動産鑑

定評価額に、処分費用見込額を控除した額によってお

ります。 

土地  山梨県北杜市 

土地  神奈川県横浜市 

土地   群馬県吾妻郡 

土地・建物   神奈川県横浜市 

土地・建物   福島県岩瀬郡 

※３．関係会社に係る注記 

 営業外収益の受取配当金138百万円の内77百万円

は、関係会社との取引により発生した収益でありま

す。 

 営業外収益の不動産賃貸収入87百万円の内51百万円

は、関係会社との取引により発生した収益でありま

す。 

 営業外費用の不動産賃貸費用64百万円の内47百万円

は、関係会社との取引により発生した費用でありま

す。 

  

 ※４．        ―――――― 

     

 ※５．        ―――――― 

  

  

  

  

  

  

     

    

    

    

    



（リース取引関係） 

第43期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具及び
備品 

6,826 3,226 3,599 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具及び
備品 

8,321 4,713 3,608 

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,343百万円 

１年超 2,439 

合計 3,782 

１年内 1,314百万円 

１年超 2,470 

合計 3,785 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 1,395百万円 

減価償却費相当額 1,330 

支払利息相当額 51 

支払リース料 1,568百万円 

減価償却費相当額 1,497 

支払利息相当額 57 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分については利

息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．貸主側 ２．貸主側 

（1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

（1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

工具器具及び
備品 

11 9 1 

ソフトウェア 4 2 1 

合計 15 12 3 

 
取得価額 
（百万円）

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

工具器具及び
備品 

0 0 0 

ソフトウェア 4 3 0 

合計 5 4 0 

 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第43期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3百万円 

１年超 2 

合計 6 

１年内 2百万円 

１年超 0 

合計 2 

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経

過リース料期末残高及び見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法によっております。 

（注）        同左 

（3）受取リース料及び減価償却費 （3）受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 6百万円 

減価償却費 1 

受取リース料 3百万円 

減価償却費 1 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  （単位：百万円）

 
第43期 

（平成17年３月31日） 
 

第44期 

（平成18年３月31日） 

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金限度超過額 352  345 

未払事業税 5  24 

繰越欠損金 351  406 

その他 94  198 

 804  973 

    

繰延税金資産（固定）    

役員退職慰労引当金 178  160 

投資その他の資産評価損累計否認額 275  68 

土地等減損否認額 482  482 

退職給与引当金限度超過額 2,441  2,660 

減価償却超過否認額 235  640 

繰越欠損金 42  1,842 

その他 12  13 

小計  3,668  5,867 

評価性引当金  △16  △21 

  3,652  5,846 

    
    

繰延税金負債（固定）    

プログラム等準備金 △73  － 

その他有価証券評価差額金 △357  △98 

その他 △142  △133 

 △572  △232 

    

繰延税金資産（負債）の純額    

繰延税金資産（流動） 804  973 

繰延税金資産（固定） 3,079  5,613 

 3,884  6,587 

  （単位：％）

 
第43期 

（平成17年３月31日） 
 

第44期 
（平成18年３月31日） 

法定実効税率 40.6  40.6 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 △1.1  △0.6 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.7  0.7 

住民税均等割 △0.7  △0.5 

その他 △0.3  △0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.2  40.0 

    



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

第43期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第44期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,191.31円 

１株当たり当期純損失金額 46.01円 

 

  

同左 

  

  

１株当たり純資産額 1,103.04円 

１株当たり当期純損失金額 78.37円 

 
第43期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第44期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純損失金額     

当期純損失（百万円） 2,191 3,635 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 2,191 3,635 

期中平均株式数（千株） 47,630 46,382 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権３種類（新株予約権の数

1,894個）及び旧商法第210条ノ２の

規定に基づく自己株式取得方式によ

るストックオプション２種類（目的

となる株式の数217,000株） 

新株予約権４種類（新株予約権の数

2,648個）及び旧商法第210条ノ２の

規定に基づく自己株式取得方式によ

るストックオプション１種類（目的

となる株式の数75,000株） 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 256 461 

㈱経営資源システム研究所 600 30 

㈱データ・アプリケーション 2,700 27 

㈱コンピュータビジネス 15,000 15 

㈱日本統計センター 7,500 15 

その他  ７銘柄 22,850 16 

計 48,906 565 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

ＮＪＦ７号 3 113 

ＮＩＦニューテクノロジーファンド 2 48 

計 5 161 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．工具器具及び備品の当期増加額の主なものは、コンピュータ関連機器等405百万円であります。 

２．ソフトウェアの当期増加額の主なものは、市場販売目的のソフトウェア開発原価の資産計上額1,748百万円で

  あります。 

３．ソフトウェアの当期減少額の主なものは、市場販売目的のソフトウェア資産の除却損2,097百万円でありま 

  す。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 

  

15,483 

  

375 

  

－ 

 

15,858 

  

6,741 

  

477 

  

9,117 

  

構築物 255 0 0 256 185 4 70 

工具器具及び備品 4,389 684 860 4,213 2,827 476 1,385 

土地 

  

10,507 

  

－ 

  

－ 

 

10,507 

  

－ 

  

－ 

  

10,507 

  

有形固定資産計 30,636 1,059 860 30,835 9,754 958 21,081 

無形固定資産        

電話加入権 22 － － 22 － － 22 

電信電話専用施設利用権 200 － － 200 182 5 17 

ソフトウェア 12,772 2,520 2,227 13,065 8,126 2,890 4,939 

その他 13 2 － 15 12 0 3 

無形固定資産計 13,008 2,523 2,227 13,303 8,321 2,896 4,982 

長期前払費用 935 287 25 1,197 560 194 636 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

（注）１．当期末における自己株式は、6,007,661株であります。 

２．資本準備金の減少は、旧商法第289条2項の規定に基づく取崩によるものであります。 

３．その他資本剰余金の増加は、旧商法第289条2項の規定に基づく資本準備金からの組入であります。 

４．その他資本剰余金の減少は、自己株式の処分によるものであります。 

５．特別償却準備金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 (注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 31,457 － － 31,457 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注１） （株） (51,895,753) (－) (－) (51,895,753) 

普通株式 （百万円） 31,457 － － 31,457 

計 （株） (51,895,753) (－) (－) (51,895,753) 

計 （百万円） 31,457 － － 31,457 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）（注２） 

株式払込剰余金 
（百万円） 23,239 － 15,374 7,864 

（その他資本剰余金） 

資本準備金減少差益 

（注３） 

（百万円） 2,998 15,374 0 18,373 

計 （百万円） 26,237 15,374 15,374 26,237 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） － － － － 

（任意積立金）      

プログラム等準備金 （百万円） 106 － － 106 

特別償却準備金（注４）  （百万円） 20 － 20 － 

別途積立金 （百万円） 1,500 － － 1,500 

計 （百万円） 1,627 － 20 1,606 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 43 43 21 16 49 

賞与引当金 869 850 869 － 850 

役員退職慰労引当金 278 77 157 － 198 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

 当事業年度末（平成18年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

ｂ．受取手形 

イ．相手先別内訳 

ロ．期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 1 

預金  

当座預金 7 

普通預金 7,286 

外貨預金 0 

定期預金 320 

別段預金 0 

小計 7,614 

合計 7,616 

相手先 金額（百万円） 

リコー販売㈱ 146 

㈱ヤクルト本社 7 

㈱パルコ 7 

㈱朝日サイエンス 1 

合計 163 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 150 

５月 10 

６月 2 

合計 163 



ｃ．売掛金 

イ．相手先別内訳 

ロ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ｄ．仕掛品の明細 

ｅ．貯蔵品の明細 

ｆ．預け金 

相手先 金額（百万円） 

 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 417 

 ジブラルタ生命保険㈱ 398 

 草加市役所 379 

 岩国市役所 376 

 東京海上日動火災保険㈱ 261 

 その他 6,254 

合計 8,088 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B）

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

───── 
(B) 

× 365 

7,371 31,817 31,101 8,088 79.4 89 

品目 金額（百万円） 

情報処理・通信サービス 144 

ソフトウェア開発 474 

システム提供サービス 1,104 

その他システム関連サービス 167 

購入製品 219 

合計 2,110 

品目 金額（百万円） 

カード・用紙 51 

消耗品 5 

その他 2 

合計 58 

相手先 金額（百万円） 

 ㈱日立製作所 5,000 

合計 5,000 



② 流動負債 

買掛金 

③ 固定負債 

退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

 ㈱アイ・エス・エス 154 

 ㈱ＫＤＳ 152 

 富士通サポートアンドサービス㈱ 85 

 日本電子計算機㈱ 64 

 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱ 46 

 その他 1,577 

合計 2,080 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 8,263 

年金資産 △1,583 

未認識数理計算上の差異 △454 

前払年金費用 328 

合計 6,553 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）新株交付手数料、株券喪失登録に伴う手数料および買取手数料については、上記のほか消費税等相当額を徴収い

たします。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

1単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき300円 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録申請 １件につき 8,600円 

２．喪失登録株券 １枚につき   500円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.ines.co.jp/ir/koukoku.html 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第43期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月23日 関東財務局長に提出 

(2)半期報告書 

（第44期中）   （自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月20日 関東財務局長に提出 

(3)発行登録書及びその添付書類 

平成18年４月19日 関東財務局長に提出 

(4)自己株券買付状況報告書 

報告期間     （自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月４日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月９日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月７日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月７日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月１日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月14日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月13日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年２月14日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月10日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月10日 関東財務局長に提出 

報告期間     （自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月14日 関東財務局長に提出 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月23日

株式会社アイネス   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 若林 正和 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイネスの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アイネス及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適

用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別途保管してお

ります。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月23日

株式会社アイネス   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 若林 正和 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイネスの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アイネス及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別途保管してお

ります。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月23日

株式会社アイネス   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 若林 正和 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイネスの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第43期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アイネスの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準によ

り財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月23日

株式会社アイネス   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土井 英雄 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 若林 正和 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイネスの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第44期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アイネスの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保管しておりま

す。 
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